
（平成２３年１１月３０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 138 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 127 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 48 件

国民年金関係 32 件

厚生年金関係 16 件

年金記録確認東京地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

東京国民年金 事案12535 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年２月及び同年３月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和37年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和60年２月及び同年３月 

    私は、昭和 60 年１月に厚生年金保険適用事業所を退職した後に、国民年金の加入

手続を行い、国民年金保険料を納付してきた。申立期間の保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は２か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除き国民年金加入期間の国

民年金保険料を全て納付している。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 60 年５月頃に払い出されており、当

該払出時点で申立期間の保険料は過年度納付することが可能であったこと、申立人が申

立期間当時に居住していた市を管轄する年金事務所では、当時、国民年金被保険者資格

を新規に遡って取得した者に過年度保険料が生じている場合には、過年度納付書を送付

していたと思われるとしており、申立人は、申立期間に係る過年度納付書を受け取って

いたものと考えられることなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案12539                        

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年２月及び同年３月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年２月及び同年３月 

私は、結婚する際に父から国民年金に加入するように勧められたので、最寄りの区

出張所で婚姻届を提出し、国民年金の加入手続も行い、２か月分の国民年金保険料を

納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は２か月と短期間であり、申立人は申立期間直後の昭和 49 年４月から平成

14年６月までの国民年金保険料を全て納付している。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間当初の昭和 49 年２月頃に払い出

されており、申立期間の保険料を現年度納付することが可能であったほか、申立人は婚

姻届を提出した際に国民年金の加入手続を行い、保険料を納付したと説明しており、申

立人の国民年金の任意加入日と婚姻日が同一であることが申立人が所持する国民年金手

帳及び戸籍で確認できるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案12540 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 57年４月から 58年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：   

  

 ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和57年４月から58年３月まで 

 私は、昭和 59 年に区役所で夫と一緒に国民年金に加入した際、過去２年分の国民

年金保険料を納付することができると聞き、加入手続前の２年分の保険料を夫婦で一

緒に遡って納付した。申立期間の夫の保険料は納付済みと記録されているのに、私の

保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は 12 か月と短期間であり、申立人は申立期間後の国民年金保険料を全て納

付している。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 59 年５月頃に夫婦連番で払い出され

ており、この払出時点では申立期間の保険料は過年度納付することが可能であったほ

か、申立人は申立期間直後の 58 年度の保険料を遡って納付していること、申立人の夫

は申立期間の保険料を過年度納付していることがオンライン記録で確認できることな

ど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案12548 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 53年７月から 55年３月までの国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年３月から55年３月まで 

私は、特例措置で５年間遡って国民年金保険料を納付することができるということ

を知り、約 14 万円の保険料を納付した。申立期間の保険料が未納とされていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 53年７月から 55年３月までの期間については、申立人の国民

年金手帳の記号番号は 55年５月頃に払い出されており、申立人の 53年４月から同年６

月までの期間の保険料は 55 年８月１日に、53 年７月から同年９月までの期間の保険料

は 55 年 11 月 25 日にそれぞれ還付決議されていることが特殊台帳で確認できる。当該

還付決議時点で当該期間については保険料納付の時効が成立する前であることから、当

該期間が未納であれば、誤納金額の全額を当該期間の保険料に充当していたはずであり、

それを充当することなく全額還付していることから、還付当時は、当該期間は未納とし

て記録管理されていなかったと考えられる。 

しかしながら、昭和 49年３月から 53年６月までの期間については、申立人が当該期

間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立

人は当該期間の保険料の納付場所に関する記憶が曖昧であるほか、申立人が遡って納付

したとする金額は、当該期間の保険料を特例納付及び過年度納付で納付した場合の金額

と大きく相違していること、申立人は、申立期間の保険料を特例納付及び過年度納付で

納付した場合の金額が 14 万円と異なるのであれば、申立期間のうち一部の期間の保険

料を納付したのかもしれないと説明しているなど、保険料納付状況等の記憶が曖昧であ

ること、当該期間のうち、49 年３月は平成 13 年に国民年金被保険者期間として記録追

加されたことがオンライン記録で確認でき、当該記録整備時点までは国民年金の未加入



                      

  

期間とされていたことなど申立人が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 53 年

７月から55年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案12554 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年８月及び同年 10 月から 57 年３月までの期間

の国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和32年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 52年８月から54年７月まで 

             ② 昭和 56年８月 

             ③ 昭和56年10月から57年３月まで 

私は、昭和 53 年３月に短大を卒業した頃、市役所の職員二人が自宅を訪れ、国民

年金保険料を納付するよう説得されて、アルバイトの収入から数千円程度の保険料を

納付したことを記憶している。その後の申立期間②及び③の保険料は、納付書により

金融機関で納付していた。 

申立期間①が国民年金に未加入で保険料が未納とされ、申立期間②及び③の保険料

が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②及び③については、当該期間はそれぞれ１か月及び６か月と短期間であり、

申立人が納付していたと説明する国民年金保険料の納付額は、当該期間当時の３か月分

の保険料とおおむね一致しており、申立人が当時居住していた市における保険料の納付

頻度は３か月ごとであったほか、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 56 年９月 11

日に払い出されており、この払出時点では、当該期間の保険料は現年度納付することが

可能であったなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間①については、申立人は、国民年金の加入手続の時期に関す

る記憶は無く、当該期間の保険料の納付期間、納付額に関する記憶が曖昧であり、申立

人が所持する年金手帳の「初めて被保険者になった日」欄には「昭和 56 年８月 1 日」

と記載されていることから、当該期間は国民年金の未加入期間であり、制度上、保険料

を納付することはできない期間であるほか、申立人は現在所持する手帳以外に年金手帳

を所持したことはないと説明しており、当該期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払



                      

  

い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないなど、申立人が当該期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年

８月及び同年 10月から 57年３月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



                      

  

東京国民年金 事案12555 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49年８月から 50年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年８月から50年３月まで 

    私は、昭和 49 年８月に厚生年金保険適用事業所を退職後に区役所で国民年金の加

入手続を行い、国民年金保険料を勤務先近くの金融機関で納付していた。申立期間の

保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き国民年金加入期間の国民年金保険料を全て納付しており、

申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間直後の昭和 50 年４月頃に払い出されてい

ることから、申立期間の保険料は現年度納付又は過年度納付することが可能であったほ

か、申立人は申立期間後の厚生年金保険から国民年金への切替手続を３回適切に行って

いることがオンライン記録で確認できるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案12559 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 60 年 10 月から 61 年１月までの国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和37年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和57年10月から61年１月まで 

    私の母は、家に出入りしていた金融機関の職員に依頼して父母と私の３人分の国民

年金保険料を納付していたと言っていた。申立期間の保険料が未納とされているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人期間のうち昭和 60 年 10 月から 61 年１月までの期間については、62 年 11 月

に国民年金保険料の過年度納付書が作成されたことがオンライン記録で確認でき、その

作成時点からみて、当該納付書は当該期間の保険料又は当該期間を含む保険料に係るも

のと推測されること、申立人は当該期間直後の 61 年２月以降の国民年金加入期間の保

険料を全て納付しており、62 年４月から平成２年６月までの期間については保険料を

前納していることが確認でき、上記の過年度納付書を受け取った時期は保険料の前納に

努めていた時期であることなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間のうち昭和 57 年 10 月から 60 年９月までの期間については、

申立人の母親が当該期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無く、上記の過年度納付書作成時点では、当該期間は時効により保険料を納

付することができない期間であったことなど、申立人の母親が当該期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 60 年

10月から61年１月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案12560 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54年４月から 55年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和54年４月から55年３月まで 

私は、加入当初は収入も少なく、国民年金保険料を納付することができなかった。

昭和 52 年頃からは収入も安定してきたので保険料を納付してきた。申立期間の保険

料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は12か月と短期間であり、申立人は、昭和52年頃から収入が安定してきた

ので、国民年金保険料を納付できるようになったと説明しており、同年 10 月から保険

料の納付を開始し、申立期間を除き、平成元年３月まで 10 年以上の期間について保険

料を全て納付していること、申立期間の前後の期間は納付済みであることなど、申立内

容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案12564 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53 年１月から同年３月までの付加保険料については、納付していたも

のと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和53年１月から同年３月まで 

    私は、昭和 52 年 11 月頃に厚生年金保険から国民年金への切替手続と同時に付加

保険料の納付の申出を行った。53 年１月に結婚した後も 61 年４月に第３号被保険者

になるまで付加保険料を含む国民年金保険料を納付してきた。申立期間の付加保険

料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は３か月と短期間であり、申立人は申立期間及び第３号被保険者を除き、60

歳に到達するまでの国民年金加入期間の付加保険料を含む国民年金保険料を全て納付し

ている。 

また、申立人は、申立期間直前の昭和 52 年 11 月及び同年 12 月の付加保険料を含む

保険料を現年度納付していること、婚姻後に国民年金に任意加入した際の付加保険料の

申出及び始期は、申立期間当初の 53 年１月であることがオンライン記録で確認できる

こと、申立人が所持する年金手帳には、婚姻日の同年１月＊日付けで氏名変更及び住所

変更を行っている旨が記載されており、変更手続を適切に行っていることなど、申立内

容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の付加保険料を納付

していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案12565 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成４年４月から同年９月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 63年５月から平成２年７月まで 

② 平成３年１月から同年３月まで 

③ 平成３年９月から４年９月まで 

私は、厚生年金保険適用事業所を退職した後、国民年金に加入していなかったが、

国民年金の加入案内通知が届いたので、母に国民年金の加入手続をしてもらい、その

当時の国民年金保険料をその都度納付するとともに、未納であった２年分の保険料は

遡って毎月遅れずに納付してもらっていた。母も私も充当・還付の通知を受けた記憶

は無く、申立期間が保険料の未納期間及び充当期間とされていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間③のうち、平成４年４月から同年９月までの期間については、申立人の国民

年金手帳の記号番号は同年９月頃に払い出されており、当該払出時点で当該期間の保険

料は現年度納付することが可能であったこと、申立人は当該期間直後の同年 10 月以降

の国民年金加入期間の保険料を全て納付しているほか、同年同月から５年３月までの期

間､その後の５年度及び６年度の保険料は現年度納付していることがオンライン記録で

確認できること、過年度納付書が６年９月６日に作成されていることが確認でき、当該

納付書は当該期間のうち４年８月及び同年９月の保険料に係るものと推測されるが、当

該納付書の作成時期は上記のとおり、申立人が継続的に保険料の現年度納付を行ってい

た時期であることなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間①については、申立人の母親が当該期間の保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人の手帳記号番号が払

い出された平成４年９月頃の時点では、当該期間は時効により保険料を納付することが

できない期間であったこと、申立人は上記の手帳記号番号と厚生年金保険の記号番号が

記載された手帳を１冊所持し、ほかの手帳を所持したことはないと説明しており、当該



                      

  

期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見

当たらないことなど、申立人の母親が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情は見当たらない。 

また、申立期間②については、母親及び申立人は、当該期間の保険料の充当・還付の

通知を受けた記憶は無いとしているが、当該期間のうち平成３年１月の保険料は時効期

間経過後の５年３月に納付されたため３年２月分に充当されたこと、その後納付された

同年２月の保険料は重複納付となるため同年３月分に充当されたこと、及び同年３月の

保険料については、同年４月から保険料額が引き上げられたため同年同月分に充当する

ことができず、５年５月 31 日に保険料を還付する決議が行われ、同年７月９日に還付

金支払通知書が作成されたことがオンライン記録から確認できるなど、当該期間のうち

３年１月の保険料については納付していたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

さらに、申立期間③のうち、平成３年９月から４年３月までの期間については、母親

及び申立人は当該期間の保険料の充当・還付を受けた記憶は無いとしているが、当該期

間のうち３年９月の保険料は時効期間経過後の５年11月に納付されたため３年10月分

に充当されたこと、その後に納付された同年 10 月の保険料は同年 11 月分に、同年 11

月の保険料は同年 12月分に、同年 12月の保険料は４年１月分に、同年１月の保険料は

同年２月分に、同年２月の保険料は同年３月分に、重複納付となることから順次充当さ

れたこと、及び同年３月の保険料については、同年４月から保険料額が引き上げられた

ため同年同月分に充当することができず、６年５月 31 日に保険料を還付する決議が行

われ、同年６月 24 日に還付金支払通知書が作成されたことがオンライン記録で確認で

きるなど、当該期間のうち３年９月の保険料については納付していたことをうかがわせ

る周辺事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平成４年４

月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案12566 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成元年１月から同年３月までの国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和39年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和63年４月から平成元年３月まで 

私の母は、昭和 63 年４月頃に私の国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年

金保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成元年１月から同年３月までの期間については、申立人の国民

年金手帳の記号番号は同年１月頃に払い出され、同年２月 23 日に現年度納付書が発行

されていることが申立人が当時居住していた市の国民年金保険料検認カードで確認で

き、当該発行時点で当該期間の保険料は現年度納付することが可能であったこと、申

立人が所持する「元年分の所得税の確定申告書（控）」に記載されている国民年金の

支払保険料額は、申立人が同年に納付したとする当該期間の保険料、同年４月から同

年８月までの期間の保険料、及び申立人の所持する預金通帳により同年に納付されて

いることが確認できる同年９月から同年 12 月までの期間の保険料を合計した額とおお

むね一致していること、申立人は、申立期間を除き国民年金加入期間の国民年金保険

料を全て納付していることなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間のうち、昭和 63 年４月から同年 12 月までの期間について

は、上記の手帳記号番号払出時期及び現年度納付書の発行時期からみて、当該期間の

保険料は平成元年以降に納付することとなるが、上記確定申告書（控）に記載された

国民年金の支払保険料額に当該期間の保険料は含まれておらず、同年末時点で当該期

間の保険料は未納であったと考えられること、申立人は当該期間の保険料を遡って納

付した記憶は無いと説明していることなど、申立人が当該期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



                      

  

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平成元年

１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案21942～21958・21960～21975・21977～21984・21986・21987 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、〈申

立期間〉（別添一覧表参照）は〈標準賞与額〉（別添一覧表参照）とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ：  

基礎年金番号 ：  別添一覧表参照 

生 年 月 日 ：  

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 〈申立期間〉（別添一覧表参照） 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無い。同社は、年金事務所に事後訂正の届出を行ったものの、保険料は時効により納

付できず、申立期間の記録は年金の給付に反映されないので、給付されるよう記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支給明細表により、申立人は、申立期間に同社から賞与の支

払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記賞与支給明細表において確認できる保

険料控除額から、〈申立期間〉（別添一覧表参照）は〈標準賞与額〉（別添一覧表参

照）とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は、届出誤りにより申立期間に係る厚生年金保険料を納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 

（注）同一事業主に係る同種の案件 43件（別添一覧表参照） 



                      

  

東京厚生年金 事案21959 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立

人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を〈標

準賞与額〉（別添一覧表参照）とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

また、申立人の申立期間②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、

事業主は、当該期間について、同法第 81 条の２の規定に基づく申出を行ったと認めら

れ、これにより当該期間の保険料徴収は免除されることから、当該記録を取り消し、申

立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を〈標準賞与額〉（別添一覧表参照）と

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ：  

基礎年金番号 ：  別添一覧表参照 

生 年 月 日 ：  

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 〈申立期間〉（別添一覧表参照） 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間①及び②の標準賞与額

の記録が無い。同社は、年金事務所に事後訂正の届出を行ったものの、申立期間①に

ついて保険料は時効により納付できず、申立期間②については当該期間当時に賞与支

払届が提出されなかったため、各申立期間の記録は年金の給付に反映されないので、

給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社から提出された支給控除一覧表から、申立人は、当該期間

に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準賞与額については、上記支給控除一覧表において確認できる保



                      

  

険料控除額から、〈標準賞与額〉（別添一覧表参照）とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は、届出誤りにより当該期間に係る厚生年金保険料を納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 

申立期間②について、上記支給控除一覧表から、申立人は、当該期間にＡ社から賞与

の支払を受けていたことが認められる。 

また、オンライン記録により、事業主は平成 16年11月30日から17年９月６日まで

の期間について、厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく育児休業期間中に係る厚

生年金保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

一方、厚生年金保険法第 81 条の２の規定及び関係法令により、被保険者が育児休業

制度を利用する場合については、事業主の申出により、育児休業を開始した日の属する

月からその育児休業が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る厚生年金保

険料を被保険者及び事業主共に全額免除し、当該免除期間を被保険者期間として算入す

る旨規定されている。 

そのため、厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づき事業主が免除の申出を行った

場合には、育児休業期間中の厚生年金保険料については徴収が行われないことから、た

とえ、事業主が社会保険事務所（当時）に対して、当該期間に係る標準賞与額の届出を

行っていなくても、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とすべきものであると考えら

れる。 

これらを総合的に判断すると、申立人の当該期間に係る標準賞与額については、上記

支給控除一覧表において確認できる賞与額から、〈標準賞与額〉（別添一覧表参照）と

することが妥当である。 



                      

  

東京厚生年金 事案21976                   

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①及び②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、

申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納

付の特例等に関する法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を、

〈申立期間〉（別添一覧表参照）は〈標準賞与額〉（別添一覧表参照）とすることが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

また、申立人の申立期間③に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、

事業主は、当該期間について、同法第 81 条の２の規定に基づく申出を行ったと認めら

れ、これにより当該期間の保険料徴収は免除されることから、当該記録を取り消し、申

立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を〈標準賞与額〉（別添一覧表参照）と

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ：  

基礎年金番号 ：  別添一覧表参照 

生 年 月 日 ：  

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 〈申立期間〉（別添一覧表参照） 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間①から③までの標準賞

与額の記録が無い。同社は、年金事務所に事後訂正の届出を行ったものの、申立期間

①及び②について保険料は時効により納付できず、申立期間③については当該期間当

時に賞与支払届が提出されなかったため、各申立期間の記録は年金の給付に反映され

ないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②について、Ａ社から提出された支給控除一覧表から、申立人は、当

該期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められる。 



                      

  

また、当該期間の標準賞与額については、上記支給控除一覧表において確認できる保

険料控除額から、〈申立期間〉（別添一覧表参照）は〈標準賞与額〉（別添一覧表参

照）とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は、届出誤りにより当該期間に係る厚生年金保険料を納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 

申立期間③について、上記支給控除一覧表から、申立人は、当該期間にＡ社から賞与

の支払を受けていたことが認められる。 

また、オンライン記録により、事業主は平成 19年１月20日から同年11月23日まで

の期間について、厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく育児休業期間中に係る厚

生年金保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

一方、厚生年金保険法第 81 条の２の規定及び関係法令により、被保険者が育児休業

制度を利用する場合については、事業主の申出により、育児休業を開始した日の属する

月からその育児休業が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る厚生年金保

険料を被保険者及び事業主共に全額免除し、当該免除期間を被保険者期間として算入す

る旨規定されている。 

そのため、厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づき事業主が免除の申出を行った

場合には、育児休業期間中の厚生年金保険料については徴収が行われないことから、た

とえ、事業主が社会保険事務所（当時）に対して、当該期間に係る標準賞与額の届出を

行っていなくても、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とすべきものであると考えら

れる。 

これらを総合的に判断すると、申立人の当該期間に係る標準賞与額については、上記

支給控除一覧表において確認できる賞与額から、〈標準賞与額〉（別添一覧表参照）と

することが妥当である。 



                      

  

東京厚生年金 事案21985                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立

人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を〈標

準賞与額〉（別添一覧表参照）とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

また、申立人の申立期間②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、

事業主は、当該期間について、同法第 81 条の２の規定に基づく申出を行ったと認めら

れ、これにより当該期間の保険料徴収は免除されることから、当該記録を取り消し、申

立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を〈標準賞与額〉（別添一覧表参照）と

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ：  

基礎年金番号 ：  別添一覧表参照 

生 年 月 日 ：  

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 〈申立期間〉（別添一覧表参照） 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間①及び②の標準賞与額

の記録が無い。同社は、年金事務所に事後訂正の届出を行ったものの、申立期間①に

ついて保険料は時効により納付できず、申立期間②については当該期間当時に賞与支

払届が提出されなかったため、各申立期間の記録は年金の給付に反映されないので、

給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社から提出された支給控除一覧表から、申立人は、当該期間

に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準賞与額については、上記支給控除一覧表において確認できる保



                      

  

険料控除額から、〈標準賞与額〉（別添一覧表参照）とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は、届出誤りにより当該期間に係る厚生年金保険料を納付していない

ことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 

申立期間②について、上記支給控除一覧表から、申立人は、当該期間にＡ社から賞与

の支払を受けていたことが認められる。 

また、オンライン記録により、事業主は平成 19年２月５日から同年12月５日までの

期間について、厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく育児休業期間中に係る厚生

年金保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

一方、厚生年金保険法第 81 条の２の規定及び関係法令により、被保険者が育児休業

制度を利用する場合については、事業主の申出により、育児休業を開始した日の属する

月からその育児休業が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る厚生年金保

険料を被保険者及び事業主共に全額免除し、当該免除期間を被保険者期間として算入す

る旨規定されている。 

そのため、厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づき事業主が免除の申出を行った

場合には、育児休業期間中の厚生年金保険料については徴収が行われないことから、た

とえ、事業主が社会保険事務所（当時）に対して、申立期間②に係る標準賞与額の届出

を行っていなくても、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とすべきものであると考え

られる。 

これらを総合的に判断すると、申立人の当該期間に係る標準賞与額については、上記

支給控除一覧表において確認できる賞与額から、〈標準賞与額〉（別添一覧表参照）と

することが妥当である。 



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 申立期間 標準賞与額

21942 男 昭和39年生 平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成20年9月25日 20万7,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成20年9月25日 20万7,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成20年9月25日 20万7,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成20年9月25日 20万7,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

女

女

女

女

男

男

21943

21944

21945

21946

21947

21948

昭和49年生

昭和52年生

昭和46年生

昭和44年生

昭和49年生

昭和37年生



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 申立期間 標準賞与額

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成20年9月25日 20万7,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成20年9月25日 20万7,000円

21952 女 昭和40年生 平成16年8月31日 ７万9,000円

21953 女 昭和37年生 平成20年9月25日 20万7,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成20年9月25日 20万7,000円

21949

21950

21951

21954

21955

男

男

男

女

女

昭和33年生

昭和32年生

昭和48年生

昭和46年生

昭和49年生



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 申立期間 標準賞与額

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成20年9月25日 20万7,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成20年9月25日 20万7,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成20年9月25日 20万7,000円

21956 男

女

男

21957

21958

男

男

21959 女

21960

21961

昭和28年生

昭和42年生

昭和47年生

昭和32年生

昭和44年生

昭和35年生



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 申立期間 標準賞与額

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成20年9月25日 20万7,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成20年9月25日 20万7,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

21966 男 昭和42年生 平成16年8月31日 ７万9,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

女

男

男

女

男

21962

21963

21964

21965

21967

昭和44年生

昭和35年生

昭和41年生

昭和42年生

昭和43年生



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 申立期間 標準賞与額

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成20年9月25日 20万7,000円

21970 男 昭和43年生 平成16年8月31日 ７万9,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成20年9月25日 20万7,000円

21973 女 昭和48年生 平成16年8月31日 ７万9,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成20年9月25日 20万7,000円

女

女

男

男

男

男

21971

21972

21974

21975

21968

21969

昭和45年生

昭和42年生

昭和47年生

昭和46年生

昭和45年生

昭和47年生



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 申立期間 標準賞与額

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成20年9月25日 20万7,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成20年9月25日 20万7,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成20年9月25日 20万7,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

女

男

男

21976 女

21980

21981

21978

21979

21977

昭和49年生

昭和39年生

昭和51年生

昭和37年生

昭和44年生

昭和31年生

男

女



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 申立期間 標準賞与額

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

21984 女 昭和50年生 平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

平成18年9月25日 ４万4,000円

平成19年9月25日 18万7,000円

平成20年9月25日 20万7,000円

平成16年8月31日 ７万9,000円

平成17年8月31日 ８万4,000円

女21986

21987

21982

21983

昭和41年生

21985 女 昭和48年生

昭和40年生

昭和46年生

昭和49年生女

男

女



 

東京厚生年金 事案21988～22020 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の平成 17 年 12 月２日の標準賞与額に係る記録を

〈標準賞与額〉（別添一覧表参照）とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ：  

基礎年金番号 ：  別添一覧表参照 

生 年 月 日  ：  

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成17年12月２日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額の記録が無いこ

とが分かった。同社は、既に年金事務所に賞与支払届を提出したものの、時効により

厚生年金保険料を納付できず、申立期間の記録は年金の給付に反映されないので、給

付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与データ一覧等及び申立人から提出された賞与支給明細書等に

より、申立人は、平成 17年12月２日に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記賞与データ一覧及び賞与支給明細書等

において確認できる厚生年金保険料控除額及び賞与額から、〈標準賞与額〉（別添一覧

表参照）とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は、申立人の申立期間に係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に

提出しておらず、また、当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めて

いることから、これを履行していないと認められる。 

（注）同一事業主に係る同種の案件 33件（別添一覧表参照） 



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住  所 標準賞与額

21988 女 昭和53年生 ８万円

21989 男 昭和43年生 23万7,000円

21990 女 昭和54年生 10万円

21991 女 昭和44年生 25万6,000円

21992 女 昭和51年生 10万2,000円

21993 女 昭和22年生 10万円

21994 女 昭和58年生 16万8,000円

21995 女 昭和58年生 17万5,000円

21996 女 昭和39年生 24万4,000円

21997 男 昭和44年生 ３万円

21998 女 昭和52年生 ３万円

21999 男 昭和59年生 13万4,000円

22000 男 昭和56年生 14万8,000円

22001 女 昭和58年生 13万4,000円

22002 男 昭和33年生 29万2,000円

22003 男 昭和44年生 17万円

22004 女 昭和54年生 ８万5,000円

22005 女 昭和52年生 ５万5,000円

22006 女 昭和53年生 ４万5,000円

22007 女 昭和53年生 ４万8,000円

22008 女 昭和56年生 ４万3,000円

22009 女 昭和25年生 ４万3,000円

22010 女 昭和59年生 ３万5,000円

22011 女 昭和37年生 37万6,000円

22012 男 昭和28年生 40万円

22013 女 昭和25年生 ３万円

22014 男 昭和56年生 22万円

22015 女 昭和46年生 ５万円



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住  所 標準賞与額

22016 男 昭和50年生 24万円

22017 男 昭和50年生 23万円

22018 男 昭和59年生 17万円

22019 男 昭和55年生 20万円

22020 男 昭和49年生 ３万円



 

東京厚生年金 事案22024 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①及び②における標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされている

が、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料

の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の当該期間

の標準賞与額に係る記録を、平成 18年 11月 24日は 146万 3,000円、20年 11月 28日

は150万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 18年11月24日 

② 平成 20年11月28日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間①及び②の標準賞与額

の記録が無い。同社は年金事務所に事後訂正の届出を行ったが、保険料は時効により

納付できず、当該記録は年金の給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険の標準賞

与額は、事業主からの事後訂正の届出により、当該期間に係る保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後の平成 23年４月 15日付けで、150万円とされたが、厚生年金保

険法第 75 条本文の規定により、当該標準賞与額については、年金額の計算の基礎とは

ならない記録とされている。 

一方、Ａ社から提出された賃金台帳から、申立人は、当該期間に同社から賞与の支払

を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保



 

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、上記賃金台帳において確認できる保

険料控除額から、平成 18年 11月 24日は 146万 3,000円、20年 11月 28日は 150万円

とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、届

出誤りにより当該期間に係る厚生年金保険料を納付していないと認めていることから、

これを履行していないと認められる。 

 

 



 

東京厚生年金 事案22025 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を 25 万

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和33年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成20年７月10日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が無い。同社は、年金事

務所に事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、申立期

間の記録は年金の給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 20 年分給与所得に対する所得税源泉徴収簿から、申立人は、

申立期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立期間の賞与支払年月日については、Ａ社は平成 20 年７月９日に当該賞与

を支給したとして、23 年９月７日に事後訂正の届出を行っているが、上記源泉徴収簿

によると、賞与支払年月日は 20年７月10日となっていることから、当該賞与支払年月

日を同年７月 10日とすることが相当である。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記源泉徴収簿において確認できる保険料

控除額から、25万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、届

出誤りにより申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないと認めていることから、

これを履行していないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案22026 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を 13 万

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和57年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成20年７月10日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が無い。同社は、年金事

務所に事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、申立期

間の記録は年金の給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 20 年分給与所得に対する所得税源泉徴収簿から、申立人は、

申立期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立期間の賞与支払年月日については、Ａ社は平成 20 年７月９日に当該賞与

を支給したとして、23 年９月７日に事後訂正の届出を行っているが、上記源泉徴収簿

によると、賞与支払年月日は 20年７月10日となっていることから、当該賞与支払年月

日を同年７月 10日とすることが相当である。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記源泉徴収簿において確認できる保険料

控除額から、13万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、届

出誤りにより申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることか

ら、これを履行していないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案22027 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を 15 万

5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和38年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成20年７月10日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が無い。同社は、年金事

務所に事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、申立期

間の記録は年金の給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 20 年分給与所得に対する所得税源泉徴収簿から、申立人は、

申立期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立期間の賞与支払年月日については、Ａ社は平成 20 年７月９日に当該賞与

を支給したとして、23 年９月７日に事後訂正の届出を行っているが、上記源泉徴収簿

によると、賞与支払年月日は 20年７月10日となっていることから、当該賞与支払年月

日を同年７月 10日とすることが相当である。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記源泉徴収簿において確認できる保険料

控除額から、15万5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、届

出誤りにより申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることか

ら、これを履行していないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案22028 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭和40年10月８

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を、同年10月は２万4,000円、同年11月及び同

年 12月は２万 6,000円、41年１月及び同年２月は２万 8,000円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和40年10月８日から41年３月10日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

の給料明細書を提出するので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給料明細書、雇用保険の加入記録及び申立人が記憶する従業員

の厚生年金保険の加入記録により、申立人はＡ社に昭和40年10月８日から勤務し、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記給料明細書において確認できる保険

料控除額から、昭和 40 年 10 月は２万 4,000 万円、同年 11 月及び同年 12 月は２万

6,000円、41年１月及び同年２月は２万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社は既に解

散し、事業主も死亡しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは

認められない。  



 

東京厚生年金 事案22029 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間②について、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、

平成 13 年４月１日であると認められることから、当該期間の資格喪失日に係る記録を

訂正することが必要である。 

なお、当該期間に係る標準報酬月額については、36万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和47年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 12年10月１日から13年１月１日まで 

                          ② 平成 13 年３月 23 日から同年４月１日まで 

    Ｂ社で勤務した申立期間①及び②の厚生年金保険の加入記録が無い。厚生年金保険

の加入記録が同社のほかにＡ社、Ｃ社となっていることは承知しているが、同一の

場所で継続して勤務しており、給与の遅配も無く保険料も引かれていたので、申立

期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②については、雇用保険の加入記録及び上司の供述により、申立人が当該

期間にＢ社で勤務していたことが確認できる。 

また、申立人はＤ市に所在するＢ社で勤務していたとしているにもかかわらず、Ｅ

市に所在するＡ社で厚生年金保険に加入しているところ、同社の経営に関わったとす

るＦ社の事務長は、「Ｂ社の従業員は、同社の理事長が経営していた別の会社で厚生

年金保険に加入していた。」旨供述していることから、同社は、当該期間当時、厚生

年金保険への加入について勤務先とは異なった取扱いがあったことが確認できる。 

一方、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日

（平成 13年３月 23日）より後の平成 14年６月 20日付けで、申立人を含む 16人に

ついて、同社における資格喪失日を 13年３月23日と遡って記録されていることが確

認できる。 

しかしながら、Ａ社は当該期間も従業員が５人以上在籍していたことが確認できる

ことから、当時の厚生年金保険法の適用事業所の要件を満たしていたものと認められ、

当該適用事業所でなくなったとする処理を行う合理的な理由は見当たらない。 



 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、申立人が平成

13 年３月 23 日にＡ社において厚生年金保険被保険者資格を喪失した旨の処理を行う

合理的な理由は無く、当該喪失処理が有効なものとは認められないことから、申立人

の同社における資格喪失日は、上記上司の供述から、同年４月１日であると認められ

る。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成 13 年２月

のオンライン記録から、36万円とすることが妥当である。 

２ 申立期間①については、雇用保険の加入記録及び上記上司の供述により、申立人が

当該期間にＢ社で勤務していたことは確認できる。 

しかしながらＢ社及びＡ社の事業主は、所在不明等により、申立人の当該期間にお

ける厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

また、上記上司は、「給与明細は保有していないが、当該期間は倒産の危機があっ

た頃なので給与から厚生年金保険料の控除は無かったと思う。」と供述している上、

上記事務長は、「Ｂ社は、理事長が死亡し、倒産したため、当該期間当時の資料は保

管していない。また、Ｆ社は、Ｂ社と所在地が同じであるが別法人であるため、当該

期間当時の資料は保管していない。」と供述していることから、申立人の当該期間に

おける保険料控除について確認することができない。 

さらに、Ｂ社が加入していたＧ健康保険組合から提出された資料により、申立人に

係る健康保険被保険者資格喪失日は、平成 12年10月１日と記録されており、同社に

おける厚生年金保険の資格喪失日と一致している。 

加えて、オンライン記録によると、申立人の記録に遡って訂正されている等の社会

保険事務所による不自然な処理は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

東京厚生年金 事案22033 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録は、事後訂正の結果 32 万円とされてい

るところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当するため、年金額の計算

の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 30 万円とされているが、申立人は、申立期間の

うち、平成 20年９月１日から 21年１月１日まで及び同年２月１日から同年４月１日ま

での期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基

づき、当該期間の標準報酬月額に係る記録を 32万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和58年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成20年９月１日から21年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が実際に給与から控除されて

いた保険料に見合う標準報酬月額と相違している。同社は、平成 23 年５月に訂正届

を提出したが、時効により厚生年金保険料を納付できず、当該記録は年金の給付に反

映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、平成 20 年９月から同年 12 月まで、21 年２月及び同年３月につい

て、Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、その主張する標準報酬月額（32

万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、上記賃金台帳において確認できる厚生年

金保険料控除額及び報酬月額から、32万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業主によ

る納付義務の履行については、事業主は届出の誤りにより納付していないことを認めて



 

いることから、これを履行していないと認められる。 

   一方、申立期間のうち、平成 21 年１月について、特例法に基づき標準報酬月額を改

定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控

除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月

額の範囲内であり、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間について、上記賃金台帳において確認できる厚生年金保険料控

除額に見合う標準報酬月額（32 万円）はオンライン記録（30 万円）よりも高額である

ものの、報酬月額に見合う標準報酬月額（30 万円）は、オンライン記録と一致してい

ることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 



 

東京厚生年金 事案22034 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録は、事後訂正の結果 41 万円とされてい

るところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当するため、年金額の計算

の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 30 万円とされているが、申立人は、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき、申立期間の標準報酬月額に係る記録を、平成

20 年９月から 21 年１月までは 41 万円、同年２月は 38 万円、同年３月は 36 万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和48年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成20年９月１日から21年４月１日まで 

    Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が実際に給与から控除されて

いた保険料に見合う標準報酬月額と相違している。同社は、平成 23 年５月に訂正届

を提出したが、時効により厚生年金保険料を納付できず、当該記録は年金の給付に反

映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間について、訂正前の標準報

酬月額（30 万円）に基づく厚生年金保険料よりも高い額を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

   一方、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であり、これらの標準報酬月額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立期間の標準報酬月額については、上記賃金台帳において確認できる



 

厚生年金保険料控除額又は報酬月額から、平成 20 年９月から 21 年１月までは 41 万円、

同年２月は38万円、同年３月は 36万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業主によ

る納付義務の履行については、事業主は届出の誤りにより納付していないことを認めて

いることから、これを履行していないと認められる。 

 



 

東京厚生年金 事案22035 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録は、事後訂正の結果 28 万円とされてい

るところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当するため、年金額の計算

の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 22 万円とされているが、申立人は、申立期間に

ついて、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立

期間の標準報酬月額に係る記録を 28万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和62年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成20年９月１日から21年４月１日まで 

    Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が実際に給与から控除されて

いた保険料に見合う標準報酬月額と相違している。同社は、平成 23 年５月に訂正届

を提出したが、時効により厚生年金保険料を納付できず、当該記録は年金の給付に反

映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間について、その主張する標

準報酬月額（28 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

   一方、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であり、これらの標準報酬月額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立期間の標準報酬月額については、上記賃金台帳において確認できる

厚生年金保険料控除額から、28万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業主によ



 

る納付義務の履行については、事業主は届出の誤りにより納付していないことを認めて

いることから、これを履行していないと認められる。 

 



 

東京厚生年金 事案22036 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録は、事後訂正の結果 38 万円とされてい

るところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当するため、年金額の計算

の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 24 万円とされているが、申立人は、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき、申立期間の標準報酬月額に係る記録を、平成

20年９月は 36万円、同年 10月は 34万円、同年 11月及び同年 12月はそれぞれ 38万

円、21 年１月は 34 万円、同年２月及び同年３月はそれぞれ 38 万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和55年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成20年９月１日から21年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が実際に給与から控除されて

いた保険料に見合う標準報酬月額と相違している。同社は、平成 23 年５月に訂正届

を提出したが、時効により厚生年金保険料を納付できず、当該記録は年金の給付に反

映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間について、訂正前の標準報

酬月額（24 万円）に基づく厚生年金保険料よりも高い額を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

   一方、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であり、これらの標準報酬月額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立期間の標準報酬月額については、上記賃金台帳において確認できる



 

厚生年金保険料控除額又は報酬月額から、平成 20年９月は36万円、同年10月は34万

円、同年 11 月及び同年 12 月はそれぞれ 38 万円、21 年１月は 34 万円、同年２月及び

同年３月はそれぞれ 38万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業主によ

る納付義務の履行については、事業主は届出の誤りにより納付していないことを認めて

いることから、これを履行していないと認められる。 

 



 

東京厚生年金 事案22037～22054 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の平成 19 年 12 月 10 日の標準賞与額に係る記録を

〈標準賞与額〉（別添一覧表参照）とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  

基礎年金番号 ：   別添一覧表参照 

生 年 月 日 ：  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年12月10日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が無い。同社は、平成

23 年６月に賞与支払届を提出したが、時効により厚生年金保険料を納付できず、当

該記録は年金の給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、平成 19 年 12 月 10 日に同社から賞

与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、上記賃金台帳において確認できる厚生

年金保険料控除額から、〈標準賞与額〉（別添一覧表参照）とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、申立てに係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提

出していないこと、保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行し

ていないと認められる。 

   （注）同一事業主に係る同種の案件 18件（別添一覧表参照） 

 



受付番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 標準賞与額

22037 男 昭和23年生 48万9,000円

22038 男 昭和28年生 50万3,000円

22039 男 昭和24年生 47万9,000円

22040 男 昭和23年生 51万3,000円

22041 男 昭和52年生 47万9,000円

22042 男 昭和46年生 47万9,000円

22043 男 昭和49年生 47万9,000円

22044 男 昭和49年生 47万9,000円

22045 男 昭和53年生 47万5,000円

22046 男 昭和54年生 47万5,000円

22047 男 昭和52年生 47万5,000円

22048 男 昭和55年生 27万5,000円

22049 男 昭和50年生 47万9,000円

22050 男 昭和45年生 47万9,000円

22051 男 昭和38年生 47万9,000円

22052 男 昭和27年生 59万3,000円

22053 男 昭和44年生 47万9,000円

22054 男 昭和23年生 47万5,000円



 

東京厚生年金 事案22057 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出

た標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額に係る記録を

53万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年１月１日から６年１月28日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、実際

に受け取っていた給与額に見合う標準報酬月額になっていない。申立期間の標準報酬

月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額は、当初、53万

円と記録されていたところ、同社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった日（平成

６年１月28日）の後の平成６年２月１日付けで、申立人を含む３名の標準報酬月額が減額訂

正されており、申立人の場合、４年１月から５年12月までについて、遡って８万円に減額訂

正されていることが確認できる。 

一方、申立人は、Ａ社に係る商業登記簿謄本により、当該訂正処理が行われた平成６年２

月１日の時点で、同社の取締役であったことが確認できる。 

しかしながら、雇用保険の記録によると、申立人は、昭和58年７月１日から平成６年７月

31日までの期間において、雇用保険に加入しており、従業員としての身分でＡ社に勤務して

いたことがうかがえる上、同社の元従業員１名は、「申立人は、同社の営業部長として営業

に関する仕事をしており、経営に深く関わるようなことは無かった。社会保険や給与計算業

務に関する指示は、事業主が行っていた。」と供述していることから、申立人が当該標準報

酬月額の訂正処理に関与していたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、当該訂正処理を遡って行う合理

的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報

酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た53万円に訂正することが必要である。 



 

東京厚生年金 事案22062 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間における標

準賞与額に係る記録を、平成 19年 12月 20日は 34万 2,000円、20年 12月 18日は 37

万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和54年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 19年12月20日 

② 平成 20年12月18日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無いことが分かった。同社は年金事務所に事後訂正の届出を行ったが、時効により厚

生年金保険料を納付できず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付される

よう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人に係る平成 19年分及び20年分の冬賞与明細により、申立

人は、申立期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間に係る標準賞与額については、上記賞与明細において確認でき

る賞与額又は保険料控除額から、平成 19年12月20日は34万2,000円、20年12月18



 

日は37万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、申

立人の申立期間に係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、また、

当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履

行していないと認められる。 

 



 

東京厚生年金 事案22063 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間における標

準賞与額に係る記録を、平成15年12月15日及び16年７月16日はそれぞれ15万円、

同年 12月 17日は 14万 6,000円、19年 12月 20日は 15万 7,000円、20年 12月 18日

は18万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和57年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15年12月15日 

② 平成 16年７月16日 

③ 平成 16年12月17日 

④ 平成19年12月20日 

⑤ 平成20年12月18日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無いことが分かった。同社は年金事務所に事後訂正の届出を行ったが、時効により厚

生年金保険料を納付できず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付される

よう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人に係る平成 15年 12月分、16年７月分及び同年 12月分の

給与明細表（賞与）、19 年分及び 20 年分の冬賞与明細並びに申立人から提出された各

申立期間の給料支払明細書により、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を受け、

当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

る。 



 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間に係る標準賞与額については、上記給料支払明細書において確

認できる保険料控除額から、平成 15年12月15日及び16年７月16日はそれぞれ15万

円、同年 12月 17日は 14万 6,000円、19年 12月 20日は 15万 7,000円、20年 12月

18日は18万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、申

立人の申立期間に係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、また、

当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履

行していないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案22064 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の平成 18 年７月５日の標準賞与額に係る記録を 74

万6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成18年７月５日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が無いことが分かった。

同社は既に年金事務所に賞与支払届を提出したものの、時効により厚生年金保険料を

納付できず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳兼源泉徴収簿により、申立人は、平成 18 年７月５日に

同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記賃金台帳兼源泉徴収簿に

おいて確認できる保険料控除額から、74万6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、申

立人の申立期間に係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、また、

当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履

行していないと認められる。 

 



 

東京厚生年金 事案22067 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①のうち、平成 13 年 11 月１日から 18 年４月１日までの期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を 13年11月１日、資格喪失日に係る記録

を18年４月１日とし、当該期間の標準報酬月額を、13年11月から15年３月までは22

万円、同年４月から 17年８月までは 28万円、同年９月から18年３月までは26万円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

また、申立人は、申立期間②のうち、平成 19年３月１日から20年５月１日までの期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立人のＢ社における資格取得日に係る記録を 19 年３月１日、資格喪失日に係

る記録を20年５月１日とし、当該期間の標準報酬月額を41万円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和45年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成９年３月31日から18年４月１日まで 

② 平成18年４月から20年５月まで 

Ａ社に勤務した期間のうちの申立期間①、同社の代表者が他地区に設立したＢ社に

勤務した申立期間②の厚生年金保険の加入記録が無い。それぞれの事業所に勤務して

いたことは確かであり、手元に残っていた厚生年金保険料が控除されている給与明細

書を提出するので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、雇用保険の記録並びにＡ社の事業主及び同僚の回答・供述か

ら判断すると、申立人は、当該期間も継続して同社に勤務していたことが認められる。 

また、申立人から提出されたＡ社の平成 13 年 11 月から 18 年３月までの期間のも



 

のと認められる給与明細書において、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが確認できる。 

さらに、申立期間①当時の事業主は、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控

除について、当時の資料は無いが、上記給与明細書の支給金額給与合計から税金、社

会保険料等を控除後の差引額を支給していたはずと供述している。 

これらの事実、これまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間①のうち、平成 13 年 11 月から 18 年３月までの期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人

のＡ社における資格取得日を 13 年 11 月１日、資格喪失日を 18 年４月１日とするこ

とが妥当である。 

また、当該期間の標準報酬月額については、給与明細書において確認できる保険料

控除額及び報酬額から、平成 13年11月から15年３月までは22万円、同年４月から

17年８月までは 28万円、同年９月から 18年３月までは 26万円とすることが妥当で

ある。 

一方、Ａ社は、オンライン記録によると、平成９年３月 31 日に厚生年金保険の適

用事業所ではなくなっているが、同社に係る商業登記簿謄本には、解散等の記載は無

く、上記の事業主及び同僚の回答等から判断すると、申立期間①において、厚生年金

保険法の適用事業所としての要件を満たしていたものと判断される。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当該期間に

おいてＡ社は適用事業所の要件を満たしながら、社会保険事務所（当時）に適用の届

出を行っていなかったと認められることから、事業主は、申立人に係る当該期間の保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

２ 申立期間②について、雇用保険の記録及びＢ社の社会保険事務担当者の回答から判

断すると、申立人は、同社設立時である平成 18 年７月から継続して同社に勤務して

いたことが認められる。 

また、申立人から提出されたＢ社の平成 19年３月から20年４月までのものと認め

られる給与明細書から、厚生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

さらに、申立期間②当時の事業主は、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控

除について、当時の資料は無いが、上記給与明細書の支給金額給与合計から税金、社

会保険料等を控除後の差引額を支給していたはずと供述している。 

これらの事実、これまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間②のうち、平成 19年３月から20年４月までの期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人の

Ｂ社における資格取得日を 19年３月１日、資格喪失日を20年５月１日とすることが

妥当である。 

また、当該期間の標準報酬月額については、給与明細書において確認できる保険料

控除額及び報酬額から、41万円とすることが妥当である。 

一方、Ｂ社は申立期間②当時、厚生年金保険の適用事業所となっていないが、雇用



 

保険の加入記録によると、申立人を含め３人が平成 18 年８月１日に同社で資格を取

得していることから判断すると、同年８月１日以降は、厚生年金保険法の適用事業所

としての要件を満たしていたものと判断される。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当該期間に

おいてＢ社は適用事業所の要件を満たしながら、社会保険事務所に適用の届出を行っ

ていなかったと認められることから、事業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

３ Ａ社に係る申立期間①のうち、平成９年３月 31 日から 13 年 11 月１日までの期間

については、上述のとおり、申立人は、当該期間も継続して同社に勤務していたこと

は認められるものの、事業主は申立期間①における賃金台帳等、厚生年金保険料の控

除を確認できる資料を保管しておらず、申立人も９年３月から13年10月までの給与

明細書を保持していないため、申立人が厚生年金保険の被保険者として、当該期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認することがで

きない。 

また、Ｂ社に係る申立期間②のうち、平成 18年４月から19年３月１日までの期間

について、同社は当該期間における賃金台帳等、厚生年金保険料の控除を確認できる

資料を保管しておらず、申立人も 18 年４月から同年７月までの給与明細書を保持し

ていない。また、同年８月から 19 年２月までの期間については、申立人から提出さ

れた当該期間のものと認められる給与明細書から、厚生年金保険料が控除されていな

いことが確認できる。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間①のうち、平成９年３月から13年10月まで

の期間及び申立期間②のうち、18 年４月から 19 年２月までの期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22069 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録

を７万2,000円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年10月１日から50年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、当時、社会保

険事務所に提出した健康保険厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書における厚生年金

保険の標準報酬月額の決定額と相違している。当時提出した上記通知書の写しを提出する

ので、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額は、３万 9,000

円と記録されているところ、申立人から提出のあった「健康保険厚生年金保険被保険者標準

報酬決定通知書」の写しによると、昭和 49 年８月２日付けの管轄社会保険事務所による確

認印が押されていることから、同社は、申立人に係る同年 10 月からの標準報酬月額を７万

2,000円に決定する旨の届出を行っていたことが確認できる。 

また、上記通知書の写しには、申立人を含め８人についての記載があるところ、Ａ社に係

る事業所別被保険者名簿における当該８人について、申立人を含め３人の記録は無く、他の

一人は、記録はあるものの当該記録上に取消線があり、残りの４人は届出どおりの記録が確

認できる。 

さらに、Ａ社の管轄年金事務所は、上記通知書の写しと上記被保険者名簿の記録が不一致

となっていることについての理由は不明と回答していることから、社会保険事務所における

申立人の申立期間に係る厚生年金保険の記録管理が適切ではなかったことがうかがえる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が主張する標準報酬月額（７万 2,000

円）に係る届出を社会保険事務所に行ったことが認められることから、申立人の申立期間に

係る標準報酬月額を７万2,000円とすることが妥当である。 



 

東京厚生年金 事案22070 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失日に係る記録を昭和 50 年

12月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 11万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和50年11月21日から同年12月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に異動はあったが、同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ社から提出のあった申立人に係る辞令書及び従業員台帳から

判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭和50年12月１日に同社Ｂ工場から同

社本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における昭和 50 年

10月の社会保険事務所（当時）の記録から、11万8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らか

でないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、行ったとは認められ

ない。 



 

東京厚生年金 事案22071 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び申立期間②のうち、平成 18 年７月１日から同年８月１日

までの期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額を、13

年 12月から 15年 10月までは 44万円、18年７月は 56万円に訂正することが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 13年12月21日から15年11月１日まで 

             ② 平成 18年７月１日から同年９月１日まで 

Ａ社Ｂ支社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額が、

給与明細書の保険料控除額に見合ったものとなっていない。給与明細書を提出するの

で、申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人から提出のあった給与明細書により、申立人は、申立期間①及び申立期間②

のうち、平成 18 年７月について、その主張する標準報酬月額（平成 13 年 12 月から

15年10月までは 44万円、18年７月は56万円）に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていることが認められる。 

また、申立人から提出のあった平成 14 年分、15 年分及び 18 年分の給与所得の源

泉徴収票において確認できる社会保険料等の金額及び給与支払金額は、給与明細書に

おいて確認できる保険料控除額及び報酬月額とおおむね一致していることが確認でき

る。 

さらに、Ａ社Ｂ支社の事業主は、申立人が提出した給与明細書について、確認でき

る資料等が無いことから同社が発行したものであるか不明である旨回答しているが、

同社の複数の元同僚及び従業員から提出のあった給与明細書は、申立人が提出した給



 

与明細書と同じ様式であることが確認できる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、給与明細書において確認できる

保険料控除額及び報酬月額から、平成 13年 12月から 15年 10月までは 44万円、18

年７月は56万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

確認できる資料等が無いことから不明である旨回答しているが、上記給与明細書にお

いて確認できる保険料控除額及び報酬月額に見合う標準報酬月額とオンライン記録の

標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、事業主は、上記給与明細書

において確認できる保険料控除額及び報酬月額に見合う標準報酬月額を届け出ておら

ず、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該標準報酬月額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

２ 申立人は、申立期間②のうち、平成 18 年８月の標準報酬月額の相違についても申

し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき

記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保

険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることか

ら、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人から提出のあった平成 18 年８月分の給与明細書において確認

できる保険料控除額に見合う標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額である

ことが確認できるが、報酬月額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬

月額より低いことが確認できることから、特例法による保険給付の対象に当たらない

ため、あっせんは行わない。 



 

東京厚生年金 事案22072 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、事業主

は、申立期間について、同法第 81 条の２の規定に基づく申出を行ったと認められ、こ

れにより申立期間の保険料徴収は免除されることから、当該記録を取り消し、申立期間

の標準賞与額に係る記録を 49万4,000円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和45年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成16年６月10日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の標準賞与額の記録が無

い。申立期間は育児休業期間中であったが、賞与が支払われたことから、同社は年金

事務所に事後訂正の届出を行ったものの、申立期間の記録は年金の給付に反映されな

いので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出のあった申立人に係る賞与支払明細書及び厚生年金保険被保険者賞与支

払届の写しにより、申立人は、平成 16年６月10日に同社から賞与の支払を受けたこと

が確認できる。 

また、上記厚生年金保険被保険者賞与支払届の写しにより、事業主は、申立期間に係

る賞与の届出を、厚生年金保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23 年

７月に年金事務所に対して提出したことが確認できる。 

一方、厚生年金保険法第 81 条の２において、被保険者が育児休業制度を利用する場

合については、事業主の申出により、育児休業を開始した日の属する月からその育児休

業が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る厚生年金保険料を被保険者及

び事業主共に全額免除し、当該免除期間を被保険者期間として算入する旨規定されてい

るところ、オンライン記録から、事業主は、平成 16年６月から17年４月までの期間に

ついて、育児休業期間中に係る厚生年金保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認で

きる。 

このため、厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づき事業主により免除の申出があ



 

った場合には、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料については徴収が行われない

ことから、たとえ、事業主が社会保険事務所（当時）に対して、申立期間に申立人に支

払った賞与額に係る届出を行っておらず、また、同法第 75 条本文の規定により、厚生

年金保険料を徴収する権利が時効によって消滅した期間に係る標準賞与額であっても、

年金額の計算の基礎となる標準賞与額とすべきものであると考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上記

賞与支払明細書及び厚生年金保険被保険者賞与支払届の写しにおいて確認できる賞与額

から、49万4,000円とすることが妥当である。 

 



 

東京厚生年金 事案22073 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、事業主

は、申立期間について、同法第 81 条の２の規定に基づく申出を行ったと認められ、こ

れにより申立期間の保険料徴収は免除されることから、当該記録を取り消し、申立期間

の標準賞与額に係る記録を 34万7,000円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和48年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成16年６月10日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の標準賞与額の記録が無

い。申立期間は育児休業期間中であったが、賞与が支払われたことから、同社は年金

事務所に事後訂正の届出を行ったものの、申立期間の記録は年金の給付に反映されな

いので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出のあった申立人に係る賞与支払明細書及び厚生年金保険被保険者賞与支

払届の写しにより、申立人は、平成 16年６月10日に同社から賞与の支払を受けたこと

が確認できる。 

また、上記厚生年金保険被保険者賞与支払届の写しにより、事業主は、申立期間に係

る賞与の届出を、厚生年金保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23 年

７月に年金事務所に対して提出したことが確認できる。 

一方、厚生年金保険法第 81 条の２において、被保険者が育児休業制度を利用する場

合については、事業主の申出により、育児休業を開始した日の属する月からその育児休

業が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る厚生年金保険料を被保険者及

び事業主共に全額免除し、当該免除期間を被保険者期間として算入する旨規定されてい

るところ、オンライン記録から、事業主は、平成 16 年４月から同年９月までの期間に

ついて、育児休業期間中に係る厚生年金保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認で

きる。 

このため、厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づき事業主により免除の申出があ



 

った場合には、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料については徴収が行われない

ことから、たとえ、事業主が社会保険事務所（当時）に対して、申立期間に申立人に支

払った賞与額に係る届出を行っておらず、また、同法第 75 条本文の規定により、厚生

年金保険料を徴収する権利が時効によって消滅した期間に係る標準賞与額であっても、

年金額の計算の基礎となる標準賞与額とすべきものであると考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上記

賞与支払明細書及び厚生年金保険被保険者賞与支払届の写しにおいて確認できる賞与額

から、34万7,000円とすることが妥当である。 



 

東京厚生年金 事案22074 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①のうち、平成 13年７月１日から同年10月１日までの期間につ

いて、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人の当該期間における標準報酬月額に係る

記録を20万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

また、申立人は、平成 15年７月28日に支給された賞与において、その主張する標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

ることから、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 24 万 8,000 円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和53年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 13年４月１日から同年10月１日まで 

② 平成15年７月28日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①について、厚生年金保険の標準報酬月額の

記録が、実際に給与から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違している。

同社から入手した賃金台帳を提出するので、正しい記録に訂正してほしい。 

また、申立期間②の厚生年金保険の標準賞与額の記録が、実際に賞与から控除され

ていた保険料に見合う標準賞与額と相違している。これについても会社から入手した

賞与台帳を提出するので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①のうち、平成 13 年７月から同年９月までの期間について、申立人から

提出のあった賃金台帳（Ａ社が作成）の写しにより、申立人は、当該期間において、

その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 



 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、上記賃金台帳の写しにおいて確認

できる厚生年金保険料控除額及び報酬月額から、20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、当該期間について、上記賃金台帳の写しにおいて確認できる保険料控除額に

見合う報酬月額を社会保険事務所（当時）に対して届け出ていないこと、また、当該

標準報酬月額に基づく保険料についても、納付していないことを認めていることから、

これを履行していないと認められる。 

２ 申立期間①のうち、平成 13 年４月から同年６月までの期間について、上記賃金台

帳の写しにより、申立人は、当該期間において、オンライン記録の標準報酬月額（19

万円）を超える標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことは確認できるものの、当該賃金台帳の写しにおいて確認できる報酬月額

に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致又は低いことが確認

できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及

び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これ

らの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定し、認定すべき額が、申立人の厚生年

金保険の標準報酬月額に係る記録を上回る場合に記録の訂正を行う必要がある。 

したがって、当該期間について、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことは認められるものの、当該

控除額に見合う標準報酬月額より報酬月額に見合う標準報酬月額が低く、当該報酬月

額に見合う標準報酬月額はオンライン記録と一致又は低いことから、特例法による保

険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

３ 申立期間②について、申立人から提出のあった賞与台帳（Ａ社が作成）の写しによ

り、申立人は、平成 15年７月28日に同社から賞与の支払を受け、その主張する標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認めら

れる。 

また、申立期間②に係る標準賞与額については、上記賞与台帳の写しにおいて確認

できる厚生年金保険料控除額及び賞与額から、24 万 8,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間②について、上記賞与台帳の写しにおいて確認できる保険料控除額

に見合う賞与額を社会保険事務所に対して届け出ていないこと、また、当該標準賞与

額に基づく保険料についても、納付していないことを認めていることから、これを履

行していないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案22075 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18年 12月 11日、19年７月６日及び同年 11月 30日に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該期間の

標準賞与額に係る記録を、18年 12月 11日は 37万 5,000円、19年７月６日は 40万円、

同年11月30日は50万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立人は、平成 20年７月４日に係る標準賞与額50万円、同年12月12日に係

る標準賞与額 53 万円のそれぞれに相当する賞与が事業主により支払われていたと認め

られることから、同年７月４日に係る標準賞与額を 50 万円、同年 12 月 12 日に係る標

準賞与額を53万円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和49年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 18年12月11日 

② 平成19年７月６日 

③ 平成19年11月30日 

④ 平成20年７月４日 

⑤ 平成 20年12月12日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無い。申立期間の源泉徴収票及び銀行取引明細書を提出するので、標準賞与額を認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、平成 18年12月11日、19年７月６日、同年11月30日、20年７月４日

及び同年12月12日の標準賞与額に係る年金記録の確認を求めているが、あっせんの

根拠となる法律の適用については、特例的に、厚生年金保険料の徴収権が時効により

消滅した期間のうち、申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間に

ついては、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）を、その他の期間については、厚生年金保険法を適用する、と



 

いう厚生労働省の見解が示されたことを踏まえて、当委員会では、上記各期間におい

て、その期間に適用される法律に基づき記録訂正が認められるかを判断することとし

ている。 

したがって、申立期間のうち、平成 18 年 12 月 11 日、19 年７月６日及び同年 11

月 30 日については、本件申立日（平成 22 年６月 17 日）において保険料徴収権が時

効により消滅した期間であるから特例法を適用し、20 年７月４日及び同年 12 月 12

日については、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していない期間で

あるから厚生年金保険法を適用する。 

２ 申立期間①、②及び③については、申立人は、当該期間に係る賞与支給明細書を所

持していないが、申立人から提出された銀行預金通帳及び銀行振込記録により、当該

期間においてＡ社から賞与支給月以外の月の約２倍強の振込額が確認できることから、

当該期間において申立人に対し賞与が支給されていたものと認められる。 

また、申立人の当該期間に係る課税資料及び複数の同僚の賞与明細書により、申立

人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

したがって、当該期間に係る標準賞与額については、上記複数の同僚の賞与明細書

及び申立人に係る銀行振込額から判断すると、平成18年12月11日は37万5,000円、

19年７月６日は 40万円、同年 11月30日は50万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主から

回答が得られず、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから明らかでな

いと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立

てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについ

ては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、行ったとは認められ

ない。 

３ 申立期間④及び⑤については、申立人の当該期間に係る銀行振込記録及び平成 20

年分課税資料並びに同僚の賞与明細書から判断すると、申立人は当該期間に係る標準

賞与額（申立期間④は 50万円、申立期間⑤は53万円）に相当する賞与が事業主によ

り支払われていたことが認められる。 

したがって、当該期間に係る標準賞与額を、平成 20 年７月４日は 50 万円、同年

12月12日は53万円に訂正することが必要である。 



 

東京厚生年金 事案22077 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）に係る被保険者記録は、資格取得日が昭和 40 年１月

14 日、資格喪失日が同年５月１日とされ、当該期間のうち、同年４月 30 日から同年５

月１日までの期間は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎

となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該

記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき、申立人の同社における資格喪失日を同年５月１日とし、申立期間の標準報酬月額

を２万8,000円とすることが必要である。  

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨      

申 立 期 間 ： 昭和40年４月30日から同年５月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

は、本店からＣ支店に異動になったが、継続して勤務していた。Ｂ社は訂正の届出を

行ったが、申立期間の記録は、年金の給付に反映されないので、給付されるよう記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された在職期間証明書及び「年金記録に係る確認申立に関する理由書」

から判断すると、申立人はＡ社に継続して勤務し（昭和 40 年５月１日にＡ社本店から

同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 40 年３月の

健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、２万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、申

立期間当時の資料が無く、保険料を納付したか否かについては不明としているが、事業



 

主が資格喪失日を昭和 40 年５月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当

時）が、これを同年４月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同

日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年４月の保

険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



 

東京厚生年金 事案22078～22084 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を＜標準賞与額＞（別添一覧表参照）とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ：  

基礎年金番号 ：   別添一覧表参照 

生 年 月 日 ：  

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年12月10日 

申立期間の賞与から、厚生年金保険料が控除されていたが、Ａ社は、当該賞与につ

いて、誤って届出を行っていなかった。同社は訂正の届出を行ったが、保険料は時効

により納付できず、申立期間の記録は年金の給付に反映されないので、給付されるよ

う記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「平成 19年12月分賞与一覧」及び「給料支払明細書（控）」に

より、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、「平成19年12月分賞与一覧」及び

「給料支払明細書（控）」において確認できる厚生年金保険料控除額から、＜標準賞与

額＞（別添一覧表参照）とすることが妥当である。 



 

なお、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に対

し提出していなかったこと、また、当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないこ

とを認めていることから、これを履行していないと認められる。 

（注）同一事業主に係る同種の案件７件（別添一覧表参照） 

 



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 申立期間

22078 女 昭和30年生 平成19年12月10日 47万 6,000円

22079 男 昭和19年生 平成19年12月10日 76万 2,000円

22080 男 昭和36年生 平成19年12月10日 76万 2,000円

22081 女 昭和52年生 平成19年12月10日 9万 5,000円

22082 男 昭和23年生 平成19年12月10日 9万 5,000円

22083 男 昭和50年生 平成19年12月10日 28万 5,000円

22084 男 昭和51年生 平成19年12月10日 4万 7,000円

標準賞与額



                      

  

東京国民年金 事案12536 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成５年３月から７年３月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和48年生 

住    所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成５年３月から７年３月まで 

私の父は、私が平成７年４月に厚生年金保険適用事業所に就職する頃に国民年金の

加入手続を行い、20 歳からの国民年金保険料をまとめて納付してくれた。申立期間

の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人の国民年金手帳の記号番号は平成７年４月頃に払い

出され、当時居住していた市の国民年金被保険者収滞納一覧表では、申立人は、当該払

出時期を含む６年度から 10 年度までは未納期間とされ、11 年度において被保険者資格

喪失処理がされており、当該喪失時期まで被保険者期間として記録管理されていたこと

が確認できること、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付をしていたとする申

立人の父親は、加入手続時に保険料の一部を納付した後は納付していなかったと思うと

説明しているほか、７年４月の申立人の厚生年金保険被保険者資格取得に伴う国民年金

被保険者資格の喪失手続に関する記憶が曖昧であることなど、申立人の父親が申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案12537 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年４月から６年３月までの国民年金保険料については、免除されてい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和47年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年４月から６年３月まで 

 私の母は、私が大学生であった時に申立期間の国民年金保険料を免除申請してくれ

た。申立期間の保険料が免除とされておらず、保険料が未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す関連資料が無く、申

立人は国民年金の加入手続、保険料の納付及び保険料の免除申請手続に関与しておらず、

申立人の母親は、申立人が学生であった時に申立人の国民年金の加入手続をし、最初の

保険料は納付したが、その後は免除申請手続は行っていないと思うと説明していること、

申立人の弟は、学生であった平成６年１月から同年３月までの期間の保険料は未納とな

っていることなど、申立期間の保険料が免除されていたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12538 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47年 12月から 50年５月までの期間、同年 12月から 52年１月までの

期間、同年３月から 53 年９月までの期間及び同年 12 月から 54 年３月までの期間の国

民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

                           

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 47年12月から49年６月まで 

             ② 昭和 49年７月から同年12月まで 

             ③ 昭和 50年１月から同年５月まで 

             ④ 昭和 50年12月から52年１月まで 

⑤ 昭和 52年３月から53年９月まで 

⑥ 昭和 53年12月から54年３月まで 

私は、最初に勤務した厚生年金保険適用事業所を退職した後に、国民年金に加入し、

加入後は経済的に余裕がある時に数か月分まとめて国民年金保険料を納付していた。

申立期間②が国民年金に未加入で、申立期間の保険料が未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、申立期間当時の厚生年金保険から国民年金への切替手

続及び婚姻時の国民年金被保険者資格喪失の届出手続に関する記憶が曖昧である。 

申立期間①、③、④、⑤及び⑥については、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立

期間後の昭和 60 年１月頃に払い出されており、当該払出時点でこれらの期間はいずれ

も時効により保険料を納付することができない期間であること、申立人は、現在所持す

る年金手帳のほかに別の手帳を所持していた記憶は無いと説明しており、これらの期間

当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらな

いことなど、申立人がこれらの期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

申立期間②については、申立人は、国民年金の加入手続時に当該期間は厚生年金保険



                      

  

の被保険者期間として誤って申告したことを記憶しており、上記手帳記号番号払出時期

の昭和60年１月 14日に、当該期間に係る 49年７月1日の被保険者資格喪失及び50年

１月１日の同取得の記録が追加されていることがオンライン記録で確認でき、当該期間

は国民年金の未加入期間とされており、保険料を納付することはできない期間であるな

ど、申立人が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12541 

                                    

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44年４月から 46年３月までの期間及び 49年 10月から 54年６月まで

の期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44年４月から46年３月まで 

② 昭和49年10月から54年６月まで 

    私の父は、私の国民年金の加入手続をしてくれた。私は、申立期間①の国民年金保

険料を結婚後に一括で納付し、申立期間②の保険料は定期的に納付していた。申立期

間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続に関与しておらず、申立人の国民年

金の加入手続を行ったとする父親から当時の加入状況を聴取することができず、申立人

は申立期間の保険料の納付額及び納付場所に関する記憶が曖昧である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間後の昭和 56 年８月頃に払い出さ

れており、この払出時点では申立期間は時効により保険料を納付することができない期

間であるほか、申立人は申立期間当時に年金手帳を所持していた記憶は無いと説明して

おり、申立期間当時に申立人に別の国民年金手帳の記号番号が払い出されていたことを

うかがわせる事情も見当たらないなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12542 

                                    

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57年７月から 58年８月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和57年７月から58年８月まで 

私は、厚生年金保険適用事業所を退職した後は毎回、国民年金の再加入手続を行い、

国民年金保険料を納付していた。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は申立期間の保険料の納付頻度及び納付額に関する記憶が

曖昧である。 

また、申立人は昭和 57 年７月に厚生年金保険の資格を喪失した後、国民年金の再加

入手続を行い、申立期間の保険料は送付されてきた納付書で納付していたと説明してい

るが、申立人が所持する年金手帳の「国民年金の記録」欄には、申立期間前の国民年金

被保険者資格の取得日が 52 年３月１日、喪失日が同年９月 19 日、次の取得日が 53 年

４月12日、喪失日が 54年10月21日、申立期間後の資格取得日が61年９月27日、喪

失日が平成元年３月１日と記載されている一方、申立期間は記載されておらず、申立期

間は国民年金の未加入期間であることが確認でき、制度上、保険料を納付することがで

きない期間であるほか、申立期間当時に申立人に別の国民年金手帳の記号番号が払い出

されていたことをうかがわせる事情も見当たらないなど、申立人が申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12543                       

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成５年１月から７年３月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和46年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年１月から７年３月まで 

私は、平成７年４月頃に国民年金の加入手続を行い、その後に、国民年金保険料の

未納通知書が届いたので、未納となっていた保険料を市役所でまとめて１回で納付し

た。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は申立期間の保険料の納付時期及び納付期間に関する記憶

が曖昧である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は平成７年４月に払い出されており、この払

出時点では申立期間のうち５年１月及び同年２月は、時効により保険料を納付すること

ができない期間である。 

さらに、申立期間のうち平成５年３月から６年３月までの期間は、上記の手帳記号番

号の払出時点では保険料を過年度納付することが可能であり、申立人は未納の通知を受

けて当時居住していた市で保険料をまとめて納付したと説明しているが、申立人の戸籍

の附票、申立人が所持する年金手帳及びオンライン記録のいずれにも当該市の住所の記

載は無いほか、当該市では過年度保険料の収納取扱いは行っていなかったとしている。 

加えて、申立期間のうち平成６年４月から７年３月までの期間は、上記の手帳記号番

号の払出時点では保険料を現年度納付することが可能であるが、申立人が納付したと説

明する金額は当該期間の保険料額と大きく相違しているなど、申立人が申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12544 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53 年１月から同年 12月までの期間、54年４月から55年３月までの期

間及び同年８月から 58年10月までの期間の国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和33年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 53 年１月から同年12月まで 

             ② 昭和 54年４月から55年３月まで 

             ③ 昭和 55年８月から58年10月まで 

私の母は、私が 20歳になった昭和53年頃にＡ市で私の国民年金の加入手続を行い、

私の申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付してくれていたと思う。申立期間

の保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳の記号番号は、Ｂ市の国民年金手帳記号番号払出簿によれば、

申立人が主張する昭和 53 年頃ではなく、55 年７月に払い出されていることが確認でき

る。また、申立人は、当該年金手帳以外に年金手帳を所持した記憶が無いことなどから、

当該手帳記号番号の払出しの時点より前に、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出

されたことをうかがわせる事情は見当たらない。これらのことを踏まえると、申立期間

①のうちの 53 年１月から同年３月までの期間は、当該手帳記号番号の払出しの時点に

おいて、時効により国民年金保険料を納付することができない期間である。 

また、申立人は、戸籍の附票によれば、53 年７月から 54 年５月までの期間は、Ｃ国

に居住していることが確認できることから、海外居住期間である申立期間①のうちの

53 年７月から同年 12 月までの期間及び申立期間②のうちの 54 年４月は、申立期間当

時の制度において国民年金の適用除外期間である。これらのことを踏まえると、当該期

間は、保険料を納付することができない期間である。 

さらに、申立期間②のうちの昭和 54年６月から55年３月までの期間及び申立期間③

は、戸籍の附票によれば、申立人の母親はＡ市に住所を定めているものの、申立人はＢ

市に住所を定めていることが確認できることから、当該期間に係る保険料の納付書は、



                      

  

Ａ市に住所を定めている母親に送付されなかったものと推認でき、申立人の母親が当該

期間の保険料を納付していたとは考え難い。 

その上、申立人に係る国民年金被保険者台帳及びＢ市の国民年金被保険者名簿によれ

ば、申立期間①、②及び③の保険料は未納であることが確認でき、当該納付状況はオン

ライン記録と一致している。 

加えて、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無い上、申立人は国民年金の加入手続及び申立期間の保険料の納

付に関与しておらず、加入手続及び保険料の納付をしていたとする母親から当時の事情

を聴取することができないため、申立期間に係る加入手続及び保険料の納付状況につい

て確認することができない。 

このほか、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12545                   

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60年４月から 61年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和32年生 

住    所 ：  

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和60年４月から61年３月まで 

    私は、昭和 60 年３月に会社を退職後、Ａ区役所で厚生年金保険から国民年金への

切替手続を行い、申立期間の国民年金保険料を毎月納付していたと思う。年金手帳に

も私が申立期間において国民年金に加入していたことを示す記録がある。申立期間の

保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る国民年金の被保険者資格の得喪記録は、オンライン記録によれば、平

成３年５月１日に追加され未納期間として整備されていることが確認できる。このこと

から、申立期間は、当該記録が追加された時点より前においては、国民年金に加入して

いない期間であったことが推認でき、当該加入していない期間は、制度上、国民年金保

険料を納付することができない期間である。その上、申立期間は、当該記録が追加され

た時点において、時効により保険料を納付することはできない期間である。 

また、申立人は、「年金手帳にも私が申立期間において国民年金に加入していたこと

を示す記録がある。」と主張しているものの、申立人の所持する年金手帳は、昭和 61

年３月 29 日に再交付されたものであり、当該手帳の申立期間に係る「被保険者の種

別」欄には、61 年４月から設けられた第１号被保険者を表す「１号」と記載されてい

ることが確認できることなどから、当該手帳の申立期間に係る加入記録は、61 年４月

以降に記入されたものと考えるのが自然である。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、申立期間の加入手続及び保険料の納付方法等の記憶が

曖昧である。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は

見当たらない。 



                      

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12546        

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50年３月から 53年８月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和30年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和50年３月から53年８月まで 

    私は、20 歳になった昭和 50 年＊月に国民年金に加入し、申立期間の国民年金保険

料を納付していたと思う。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳の記号番号は、オンライン記録によれば、昭和 53 年９月頃に

払い出されていることが推認できる。また、申立人は、現在当該手帳記号番号が記載さ

れた年金手帳を１冊のみ所持しており、「別の年金手帳を所持していた記憶は無い。」

と述べていることなどから、当該手帳記号番号の払出しの時点より前に、申立人に対し

て別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。これらの

ことを踏まえると、申立期間のうち、50 年３月から 51 年６月までの期間は、当該手帳

記号番号が払い出された時点において、時効により国民年金保険料を納付することがで

きない期間である。なお、当該手帳記号番号の払出しの時点は、第３回特例納付の実施

期間内であり、同特例納付により納付することが可能であるものの、申立人は、「国民

年金に加入したとするなら 20歳になった50年＊月以外に考えられず、遅れて加入して、

今までの未納保険料を遡って納付した記憶は無い。」と述べている。 

また、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）が無い上、申立人は申立期間の国民年金の加入状況及び保険料の納付状況に

関する記憶が曖昧である。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12547  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54 年 12 月から 58 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和54年12月から58年３月まで 

私の妻は、私が昭和 54年11月に会社を退職した後、すぐに夫婦二人の国民年金の

加入手続を行い、夫婦二人分の申立期間の国民年金保険料を毎月納付してくれていた。

妻の申立期間の保険料が納付済みとなっているのに、私の申立期間の保険料が未納と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「私の妻は、昭和 54年11月に会社を退職した後、すぐに夫婦二人の国民

年金の加入手続を行ってくれた。」と主張しているが、申立人の国民年金手帳の記号番

号は、Ａ市の国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立期間後の 58 年８月５日に払

い出されていることが確認できる。また、申立人は、当該手帳記号番号が記載された年

金手帳を所持しており、「現在所持する手帳以外に所持した記憶は無い。」と述べてい

ることなどから、当該手帳記号番号の払出しの時点より前に、申立人に対して別の手帳

記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。これらのことを踏ま

えると、申立期間のうち、54 年 12 月から 56 年６月までの期間は、当該手帳記号番号

の払出しの時点において、時効により国民年金保険料を納付することができない期間で

ある。なお、申立人の妻の手帳記号番号は、前述の国民年金手帳記号番号払出簿によれ

ば、申立人の当該手帳記号番号の払出日よりも前の 55年５月29日に払い出されている

ことが確認できる。 

   さらに、申立期間のうち、昭和 56年７月から58年３月までの期間は、当該手帳記号

番号の払出しの時点においては、保険料を過年度納付することが可能な期間であるもの

の、当該期間の保険料を納付していたとする申立人の妻は、「夫婦二人分の保険料は毎

月納付していた。」と述べていることから、申立人の妻が当該期間の保険料を過年度納

付したとは考え難い。 



                      

  

加えて、申立人の妻が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無い。 

このほか、申立人の妻が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案12549                        

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年２月から５年３月までの国民年金保険料については、免除されてい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和45年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年２月から５年３月まで 

私の父は、学生も国民年金の強制加入適用とされたことから、私の国民年金の加入

手続をしてくれた。加入当初は国民年金保険料を納付していたが、その後納付が困難

となったため、申立期間について保険料の免除を申請した。申立期間の保険料が免除

とされていないことに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す関連資料は無く、申

立人は国民年金の加入手続及び申請免除手続に関与しておらず、申立人の国民年金の申

請免除手続を行ったとする父親から免除申請の時期及び方法について聴取できないため、

当時の状況が不明である。 

また、申立期間は平成３年度及び４年度の両年度にわたるため保険料の免除を受ける

ためには２回の申請免除手続が必要であるが、申立人及びその母親は、申立人の父親が

免除申請を申請した回数について憶
おぼ

えていないとしていること、平成７年１月に申立

期間の一部の期間のものとみられる過年度納付書が発行されていることがオンライン記

録で確認できることなど、申立期間の保険料が免除されていたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

さらに、申立人の希望により実施した口頭意見陳述においても、申立人の父親が申立

人の国民年金の申請免除手続を行ったことを示す又はうかがわせる新たな資料の提出や

具体的な説明は無く、申立期間の保険料が免除されていたことをうかがわせる事情は見

当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案12550                        

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58年２月から同年６月までの期間及び同年８月から61年９月までの期

間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 58年２月から同年６月まで 

             ② 昭和 58年８月から61年９月まで 

私は、昭和 58 年２月に会社を退職した後、しばらく国民年金保険料を納付してい

なかったが、61 年頃に区役所職員が自宅に来て、保険料が未納となっていると言わ

れたので保険料を分割して納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納

得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料(家計簿、確

定申告書等)が無く、申立人は、昭和 61年頃に、区の職員に保険料の未納を指摘され、

未納分の保険料を分割して納付するとともに、その時期の現年度保険料を納付したと説

明しているが、申立期間①については、平成 18年12月１日に当該期間に係る国民年金

被保険者資格の取得及び喪失の記録が整備されていることがオンライン記録で確認でき、

申立人は、申立期間②直後の 61年 10月及び同年 11月分の保険料を納期限内の同年 11

月に納付した後、同年 12月から厚生年金保険に加入する前の63年９月までの期間の保

険料について、平成元年１月から２年 10 月までにかけて８回に分けて過年度納付して

いることがオンライン記録で確認でき、申立人が保険料を過年度納付したとする説明は、

この時期の過年度納付の状況に合致していること、上記の申立期間②直後の保険料を納

付した 61 年 11 月時点では申立期間のうち 59 年９月以前の期間が、最初に過年度納付

をした平成元年１月時点では申立期間の全部が時効により保険料を納付することができ

ない期間であったことなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12551 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成６年４月から７年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和45年生 

住    所 ：  

                                             

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年４月から７年３月まで 

    私は、平成６年４月に就学のため勤務していた施設を１年間休職した。就学の間は

共済組合に未加入となるため、国民年金の加入手続は私又は当時勤務していた施設の

担当者が行い、国民年金保険料を金融機関から納付していたはずである。申立期間の

保険料が未納とされていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続、加入場所、及び保険料額の記憶

が曖昧であるほか、保険料の納付書の納付単位は年４回の３か月ごとの納付であったと

思うとしているが、申立期間当時は毎月納付であり、納付頻度に関する記憶も曖昧であ

る。 

また、申立人に国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、共済組合の記号

番号が基礎年金番号として付番されていること、平成13年４月２日に、申立期間に係る

６年４月１日の被保険者資格取得及び７年４月１日の同資格喪失が記録追加されている

ことがオンライン記録で確認でき、当該記録整備時点まで申立期間は国民年金の未加入

期間であり、制度上、保険料を納付することができない期間であったことなど、申立人

が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12552 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37年４月から 42年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和37年４月から42年３月まで 

私は、申立期間当初の時期に転居し、しばらくして未納となっていた期間の国民

年金保険料の納付書が届いたので、夫が郵便局で納付してくれた。その後は、集金

人に保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の夫が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、申立人が当時居住していた区の国民年金被保険者台帳には、申

立期間のうち昭和 37年４月から同年 12月までの期間の欄に「時効消滅」と記載されて

いることから、この期間の保険料は未納のまま時効期間が経過したと考えられるほか、

転居先の市の国民年金被保険者名簿には「37.6.21 変更」及び「職権転入、不在被保険

者」の記載が認められ、社会保険事務所（当時）の被保険者台帳には「転入進達により

判明 42.8.21」の記載が認められることから、申立人は、当該市へ転居した 37 年６月

21 日から転入進達が行われた 42 年８月 21 日までの期間は不在被保険者として取り扱

われていたと考えられる。 

また、申立人の夫は、時期は憶
おぼ

えていないがまとめて保険料を納付したのは１回だ

けであったと説明しており、申立期間直後の昭和 42年４月から 43年３月までの期間の

保険料は職権転入後の 43年３月 11日に一括で現年度納付されていることが上記被保険

者名簿及び被保険者台帳で確認でき、夫が一括で納付したのは当該期間の保険料と考え

られること、当該納付時点で申立期間の大部分は時効により保険料を納付することがで

きない期間であること、夫は納付した保険料額の記憶が曖昧であることなど、申立人の

夫が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申



                      

  

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12553 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45年１月から 48年６月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年１月から48年６月まで 

私の父は、私が会社を退職した後、私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険

料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

おらず、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行っていたとする父親から当

時の納付状況等を聴取することができないため当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間後の昭和 61 年１月頃に払い出

されており、当該払出時点で申立期間は時効により保険料を納付することができない期

間であったこと、申立人は現在、厚生年金保険の手帳記号番号及び国民年金の手帳記号

番号が記載された年金手帳を１冊所持しているが、ほかの年金手帳を所持していた記憶

は無いと説明しており、申立期間当時に申立人に別の国民年金の手帳記号番号が払い出

されていたことをうかがわせる事情も見当たらないことなど、申立人の父親が申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案12556 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52年９月から 57年６月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和30年生 

住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和52年９月から57年６月まで              

    私は、妻と一緒に暮らし始めた昭和 55 年春頃に互いにそれまでの国民年金保険料

を納付していなかったことを知った。区役所から「今なら過去に遡って未納分の保

険料を払える。」と言われ、それまでの夫婦それぞれの未納分を４回に分け、合計

30 万円くらいの納付書を作成してもらい、妻に納付してもらった。また、その後の

保険料は妻が夫婦二人分を一緒に納付してくれていた。 

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続に関する記憶が無く、申立人に代

わり加入手続をしたかもしれないと説明する妻及び申立人の母親も加入手続に関する記

憶が無いほか、口頭意見陳述において、申立人夫婦から当時の納付状況等を聴取したが、

申立人夫婦は保険料を遡って納付した納付期間に関する記憶が曖昧であり、夫婦二人合

わせて30万円くらいと説明する申立期間の保険料額は、昭和55年当時に申立期間のう

ち 55 年度までの保険料を現年度納付、過年度納付及び特例納付した場合の保険料額と、

妻の同年度までの国民年金加入期間の保険料を現年度納付及び過年度納付した場合の保

険料額を合計した額と相違する。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間後の昭和 59 年４月頃に払い出さ

れており、この払出時点では特例納付実施期間は既に終了しており、保険料を納付する

場合には過年度納付することが必要となるが、申立期間の大半の期間は時効により保険

料を納付することができないほか、申立人夫婦及び母親は申立人が現在所持する年金手

帳以外の手帳を所持していた記憶は無く、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が

払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないなど、申立人の妻が申立期間



                      

  

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12557 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53 年 12 月から 54 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和34年生 

住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和53年12月から54年３月まで              

    申立期間の国民年金保険料は、私が 20 歳になった頃に父が私の国民年金の加入手

続を行い、保険料を納付してくれていた時、あるいは夫と一緒に暮らし始めた昭和

55 年春頃に互いにそれまでの保険料を支払っていなかったことを知り、それまでの

夫婦二人の未納保険料として 30 万円くらいを同年春から同年 10 月の挙式前後まで

の間に納付書により実家の店に来ていた金融機関の集金人に私が支払った時、のい

ずれかの時期に納付したと思う。 

どちらかで納付したのは確かなので、申立期間の保険料が未納とされていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は申立期間の保険料を父親か自身が遡って納

付したと説明するなど、納付に関する記憶が曖昧である。 

また、申立人が 20 歳になった時に国民年金の加入手続を行い保険料を納付していた

かもしれないとする申立人の父親は、申立人の国民年金への加入手続、年金手帳に関す

る記憶が無く、保険料の納付時期及び納付額の記憶が曖昧であるほか、｢保険料を最初

の３、４か月は払ってなかったが、その後娘が勤めるまでにまとめて納付した。｣と説

明するものの、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立人が申立期間後に厚生年金保険

に加入した後の昭和 56 年４月に払い出されていることが確認できるなど、申立人の父

親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人は遡って夫婦二人の保険料を自身で集金人に納付したと説明している

が、申立人は納付期間に関する記憶が曖昧であり、夫婦二人合わせて 30 万円くらいと

説明する申立期間の保険料の納付額は、昭和 55年当時に申立期間及びその後の55年度



                      

  

までの保険料を現年度納付及び過年度納付した場合の保険料額と、夫の 52 年９月から

55 年度までの保険料を現年度納付、過年度納付及び特例納付した場合の保険料額を合

計した額と相違するほか、申立人の手帳記号番号の払出時点では、特例納付実施期間は

既に終了していて保険料を納付する場合には過年度納付することが必要となるが、申立

期間のうち53年12月は時効により保険料を納付することができず、申立人は、現在所

持している年金手帳以外の手帳を所持していた記憶は無く、申立期間当時に申立人に別

の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないなど、申立

人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12558 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 17 年 10 月及び同年 11 月の国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成17年10月及び同年11月 

    私は、申立期間の国民年金保険料が納付済みとなっている「社会保険料（国民年金

保険料）控除証明書（控）」を所持している。申立期間の保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料が納付済みとなっている平成 17 年の「社会保

険料（国民年金保険料）控除証明書（控）」（以下「控除証明書」という。）を所持し

ていることをもって、申立期間の保険料を納付していたはずであると申立てをしており、

当該控除証明書には申立期間の保険料が納付済みと記載されていることが確認できる。 

しかしながら、申立人は海外に転出したことにより申立期間中の平成 17 年 11 月 28

日に申立人の母親を国内の協力者とする国民年金の任意加入を行い、同年 12 月５日に

発行された納付書により申立期間直後の同年 12月から18年３月までの期間の保険料を

17 年 12 月 26 日に前納で納付していることが母親が所持していた領収証書で確認でき、

その後、当該任意加入期間は同年 12月15日に資格喪失とされたことに伴い、納付済み

であった同年同月から 18 年３月の保険料が同年１月６日に保険料の還付処理及び申立

期間への充当処理がされたことがオンライン記録で確認できることから、申立期間は当

該充当処理が行われる以前は未納期間であったと推察され、その後、同年同月 16 日に

当該喪失処理が取り消されたことにより同年同月 26 日に当該処理に伴う保険料の還付

及び充当処理も取り消され、当初の任意加入被保険者資格喪失前の納付記録に戻ったこ

とが、オンライン記録で確認できる。 

また、申立人が所持する「控除証明書」は、毎年 10月から同年12月までの間初めて

保険料の納付があった被保険者を対象に作成される様式で、毎年１月 20 日頃に作成さ

れ、２月１日から３日までの間に発送するものであることから、申立人が所持する「控



                      

  

除証明書」には、前述の平成 18年１月26日の充当処理の取消しが反映されておらず、

保険料を納付したことを示す資料には当たらない。 

さらに、申立人の母親は、平成 17 年 12 月５日に発行された領収日付印が無い同年

10月から 18年３月までの３枚綴
つづ

りの納付書を所持していることから、当該納付書発行

時点では申立期間は未納期間であったと考えられ、母親は同日に発行された申立期間直

後の 17 年 12 月から 18 年３月までの「17．12．26」の領収日付印がある前納の領収証

書を所持しているものの、申立期間の保険料は納付していないと説明しているほか、申

立人は海外に出国する前に申立期間の保険料を納付した記憶が曖昧であるなど、申立人

及びその母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12561 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54年７月から 63年９月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和32年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和54年７月から63年９月まで 

    私が会社を退職した昭和 54 年７月頃に父が私の国民年金の加入手続を行い、国民

年金保険料を納付してくれていた。上京後の昭和 60 年４月以降は、私が金融機関で

保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親及び申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立期間のうち、昭和 60 年３月以前について

は、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、保険料を納付し

ていたとする父親から当時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が

不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、平成２年 12 月頃に払い出されており、

当該払出時点で過年度納付が可能であった申立期間直後の昭和63年10月まで遡って保

険料を納付していることがオンライン記録で確認できるが、当該払出時点では、申立期

間は時効により保険料を納付することができない期間であること、申立期間当時に申立

人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらないことなど、

申立人の父親及び申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12562 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年４月から 52 年１月までの期間及び 54 年４月から同年６月までの

期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 51年４月から52年１月まで 

             ② 昭和 54年４月から同年６月まで 

    申立期間①については、私が雇用保険基本手当の受給後の昭和 51 年４月に母が私

の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間②に

ついては、私が父の経営する会社を退職した 54 年４月に夫が私の厚生年金保険から

国民年金への切替手続を市役所で行い、その場で３か月分の保険料を納付してくれた。

申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親又は夫が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、自身が退職して雇用保険基本手当を受給

した後の昭和 51 年４月に母親が国民年金の加入手続をしてくれたと説明しているが、

申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間後の 54年７月12日に任意加入したことに

より払い出されていることが、所轄年金事務所の手帳記号番号払出簿及び被保険者台帳

と申立人が所持する年金手帳から確認できる。 

申立期間①については、申立人は国民年金の加入手続及び保険料納付に関与しておら

ず、加入手続及び保険料納付をしたとする母親から納付状況等を聴取することができな

いため、当時の状況が不明である。 

また、当該期間はオンライン記録上、未加入期間とされているが、申立人が所持する

年金手帳の国民年金の記録欄には、当該期間に係る任意加入被保険者の資格得喪の手書

きの記載が認められる。しかしながら、当該期間が任意加入適用となる理由は特に考え

られないことなど、被保険者資格の記載等が適切でない状況が認められ、仮に、当該期

間について、申立人が被保険者資格を取得していたとしても、上記の手帳記号番号払出

時点では、当時実施されていた第３回特例納付による納付以外に当該期間の保険料を納



                      

  

付することができないが、申立人の夫は遡って保険料を納付したことはないとしている

など、申立人の母親及び夫が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

申立期間②については、上記のとおり、申立人は当該期間直後に任意加入しているこ

とが確認できるほか、被保険者台帳の昭和 54 年６月欄には「本月以前無資格」の記載

も認められ、当該期間は任意加入前の未加入期間であることが確認できるなど、申立人

の夫が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案12563 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55 年１月から 57 年３月までの期間、平成４年 12 月から５年１月まで

の期間及び同年３月から同年７月までの期間の国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和35年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 55年１月から57年３月まで 

             ② 平成４年12月から５年１月まで 

             ③ 平成５年３月から同年７月まで 

    私の母は、私が 20 歳になった時に、市役所で私の国民年金の加入手続を行い、申

立期間①の国民年金保険料を納付していてくれたはずである。申立期間②及び③の保

険料は、夫が夫婦二人分を一緒に納付していた。申立期間の保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人の母親が当該期間の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び

保険料の納付に関与しておらず、加入手続及び保険料の納付を行ったとする申立人の母

親から保険料の納付状況等を聴取できないため当時の状況が不明である。 

また、申立人は 20 歳になった時に、母親が実家所在地の市役所で国民年金の加入手

続を行ってくれたと説明しているが、申立人の 20 歳当時の住所は、実家所在地の市で

住民登録していなかったことが戸籍の附票で確認でき、当該市では加入手続を行うこと

ができない。 

さらに、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間後の昭和 61 年９月に払い出

されており、この払出時点で当該期間の保険料は時効により納付することができない期

間であること、申立人は、厚生年金保険の記号番号のみが記載された年金手帳と国民年

金手帳の記号番号のみが記載された年金手帳との２冊を所持しているが、ほかに母親か

ら別の年金手帳を渡された憶
おぼ

えはないと説明しており、申立人に別の手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらないことなど、申立人の母親が当該期



                      

  

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

申立期間②及び③については、申立人の夫が当該期間の保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、これらの期間はいずれも平成８年３月

６日に、５年２月及び同年８月から 12 月までに期間について第３号被保険者該当の特

例届出が行われた際に、第１号被保険者期間として記録整備されていることがオンライ

ン記録で確認でき、当該記録整備時点では、これらの期間は時効により保険料を納付す

ることができない期間であることなど、申立人の夫が当該期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。   

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12567 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和50年４月から 59年６月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和50年４月から59年６月まで 

私の父は、私の大学卒業後に国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付し

てくれていたと思う。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

おらず、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行っていたとする父親から当

時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、昭和61年９月頃に払い出されており、当

該払出時点で過年度納付することが可能であった申立期間直後の59年７月から61年３月

までの期間の保険料は納付されていることがオンライン記録及び領収証書で確認できる

が、当該払出時点で申立期間は時効により保険料を納付することができない期間である

こと、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ

る事情は見当たらないことなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人の希望により実施した口頭意見陳述においても、申立期間の保険料を

納付していたことを示す又はうかがわせる新たな資料の提出や具体的な説明は得られな

かった。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12568 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年８月から５年７月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年８月から５年７月まで 

私は、平成４年８月に転居した区の区役所で国民年金と国民健康保険の加入手続を

行い、婚姻前の元妻の分を含め二人分の国民年金保険料を納付した。また、翌年に転

居した市では、前住地で納付できなかった分も含め、二人分の保険料を納付した。申

立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は平成４年８月に国民年金の加入手続を行ったと説明して

いるが、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間後の８年２月頃に払い出されて

おり、申立期間は未加入期間とされ、制度上、保険料を納付することができない期間で

あること、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせ

る事情も見当たらないこと、申立人が保険料を一緒に納付したとする元妻の申立期間の

保険料も未納であることなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

当委員会における口頭意見陳述において、申立人は、ねんきん特別便には申立期間当

初に転居した区の居住期間に係る納付記録が記載されていたが、その後に納付記録が消

えてしまったと主張しているほか、所持する年金手帳に厚生年金保険の記号番号が重複

取消しされた記載があることから、この重複取消しの際に以前の国民年金手帳の記号番

号や申立期間の納付記録が消えてしまったと主張しているが、オンライン記録では、上

記手帳記号番号以外の手帳記号番号が申立人に対して払い出された記録は無く、上記手

帳記号番号及び基礎年金番号においても納付の取消しの記録は確認できない。また、申

立人は、国民健康保険の加入手続をした際に、自動的に国民年金にも加入したはずだと

主張しているが、申立人が居住していた区及び市では、国民健康保険の加入手続を行う



                      

  

と自動的に国民年金も加入となるということはなく、それぞれの加入手続が必要になる

としているなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる事情は

認められない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12569 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50 年３月から同年６月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和30年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和50年３月から同年６月まで 

私は、時期はよく憶
おぼ

えていないが、区役所で国民年金の加入手続を行い、20 歳か

らの国民年金保険料を遡って納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続の時期及び保険料額等に関する記

憶が曖昧である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、昭和52年10月に払い出されており、当

該払出時点で過年度納付が可能であった申立期間直後の 50 年７月まで遡って保険料が

過年度納付されているが、申立期間は時効により保険料を納付することができない期間

であること、申立人は、現在所持する年金手帳以外の手帳を所持していた記憶が無く、

申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見

当たらないことなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12570 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47年４月から 51年３月までの期間及び53年４月から56年４月までの

期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 47年４月から51年３月まで 

② 昭和 53年４月から56年４月まで 

私は、20 歳になった時に国民年金の加入手続を行い、学生の間は加入を勧めた祖

母に援助してもらい国民年金保険料を納付していた。その後、昭和 53 年４月に会社

を退職して転居した区で厚生年金保険から国民年金への切替手続を行い、同年 10 月

の婚姻時には氏名変更も行い、引き続き保険料を納付していた。申立期間の保険料が

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は申立期間の保険料額に関する記憶が曖昧である。 

 また、申立人の国民年金の手帳記号番号は、婚姻後の昭和 56 年５月に任意加入した

ことにより払い出されており、当該資格取得日前の期間は未加入期間とされ、制度上、

保険料を納付することができない期間であること、申立人と同様に祖母が国民年金の加

入を勧めたとする申立人の妹は婚姻前の期間は国民年金に加入していないこと、申立人

は厚生年金保険の記号番号のみが記載された年金手帳と上記払出しにより付番された国

民年金手帳の記号番号が記載された年金手帳とを所持しているが、ほかの手帳は所持し

たことはないと説明しており、申立期間当時に申立人に別の国民年手帳の記号番号が払

い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないことなど、申立人が申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12571 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和46年２月及び同年３月並びに同年10月から平成元年１月までの期間の

国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 46年２月及び同年３月 

             ② 昭和 46年10月から平成元年１月まで 

    私と元夫は、夫婦一緒に国民年金に加入し、元夫は夫婦二人分の国民年金保険料

を納付してきたはずである。申立期間の保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の元夫が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料(家計

簿、確定申告書等)が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

おらず、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行っていたとする元夫から当

時の納付状況等を聴取することが困難であるため、当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 46 年１月頃に払い出されており、申

立期間①については、当該期間の保険料は現年度納付することが可能であったが、夫婦

二人分の保険料を納付したとする元夫も当該期間の保険料が未納であること、申立期間

②については、元夫も当該期間のうち 49 年 10 月から 50 年６月までの期間及び 59 年

10 月から 60 年 12 月までの期間の保険料が未納であること、当該期間当時に申立人が

居住していた区で管理する国民年金手帳記号番号払出簿の備考欄に「不在」と、国民年

金被保険者名簿の備考欄に「不在被保険者 46 年８月」及び「46 年８月９日 転出予

定」と、57 年 12 月 14 日現在の年度別納付状況リストの区分欄に「フザイ」とそれぞ

れ記載されており、オンライン記録においても被保険者記録に不在判明年月「平 22.

６」と、住所変更履歴の変更年月日に「平成 22年６月25日」とそれぞれ記載されてい

ることが確認でき、当該期間当時に居住していた区では申立人は国民年金被保険者とし

て把握されておらず、不在被保険者として扱われていたと考えられることなど、申立人

の元夫が申立期間の保険料を納付していたとことをうかがわせる周辺事情も見当たらな



                      

  

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12572 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47年５月から 49年４月までの期間及び52年６月から59年３月までの

期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 47年５月から49年４月まで 

             ② 昭和 52年６月から59年３月まで 

私は、21 歳か 22 歳の頃に市役所から国民年金に加入するようにとの連絡があった

ため国民年金の加入手続を行い、その際２年分近くの国民年金保険料を遡って納付し、

その後の保険料も納付してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人の国民年金手帳の記号番号は、昭和 61 年４月頃に払い出

されており、当該払出時点で申立期間のうち 58年12月以前の期間は時効により保険料

を納付することができない期間である。 

また、申立人は、昭和 59 年１月から同年３月までの期間の保険料を時効期間経過後

の61年６月６日に納付したため、当該保険料はその直後の59年４月及び同年５月の保

険料に充当され、差額が還付されていることがオンライン記録で確認できるほか、当該

納付時点で申立期間は保険料を納付することができない期間であること、申立人は現在

所持する年金手帳のほかに年金手帳を所持した記憶は無いと説明しており、申立期間当

時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たら

ないことなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12573 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 11 年５月から 14 年６月までの期間及び 15 年３月から同年５月までの

期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和45年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 11年５月から14年６月まで 

② 平成 15年３月から同年５月まで 

私の母は、私が短大を卒業した時に私の国民年金の加入手続を行い、加入時から国

民年金保険料を納付してくれていた。母は、平成 11 年５月から私の保険料を納付し

てくれなくなったが、その未納期間もその後に区役所に納付したいと申し出て、郵送

された納付書で遡って保険料を納付してくれた。申立期間の保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は申立期間の保険料の納付に関与しておらず、保険

料を納付していたとする母親は、申立人の保険料の納付を再開した時期に関する記憶が

曖昧であり、申立期間①の保険料は４回ぐらいに分けて納付したと説明しているが、申

立期間②を含め保険料の納付時期、納付場所及び納付額に関する記憶が定かでない。 

申立期間①については、当該期間直後の平成 14年７月から15年２月までの保険料は

16 年８月 11 日に納付されていることが申立人の所持する「納付書・領収（納付受託）

証書」で確認でき、この納付時点では当該期間は時効により保険料を納付することがで

きない期間であるほか、申立期間②については、当該期間直後の平成 15 年６月から 16

年２月までの保険料は 17 年７月６日に納付されていることが申立人の所持する「納付

書・領収（納付受託）証書」で確認でき、この納付時点では当該期間は時効により保険

料を納付することができない期間であるなど、母親が申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12574 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年 11 月から５年２月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年 11月から５年２月まで 

私の母は、私が平成４年 11 月に厚生年金保険適用事業所を退職したため、市役所

で私の国民年金の再加入手続を行い、国民年金保険料を納付してくれていた。申立期

間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は厚生年金保険から国民年金への切替手続及び保険

料の納付に関与しておらず、切替手続及び保険料の納付をしていたとする母親は、切替

手続の時期、保険料の納付方法、納付場所及び納付額に関する記憶が曖昧である。 

また、申立人が所持する年金手帳には平成３年４月１日に国民年金の被保険者資格を

取得したことが記載され、その当時に居住していた市の押印が確認できる一方、申立期

間に再加入したことは記載されていないほか、申立期間は国民年金の未加入期間であり、

制度上、保険料を納付することができない期間であるなど、母親が申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12575 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41年５月から 49年９月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和41年５月から49年９月まで 

私の母は、私が 20 歳になった時に私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険

料を納付してくれていたはずである。申立期間の保険料が未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び申立期間の保険料の納付

に関与しておらず、加入手続及び保険料の納付をしていたとする申立人の母親から当時

の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人は、申立人が 20 歳になった時に母親が国民年金の加入手続をしてくれ

たと説明しているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間後の昭和51年10月

に払い出されており、当該払出時点では申立期間の大半は時効により保険料を納付する

ことができない期間であるほか、申立人は申立期間の保険料を遡って納付したことを母

親から聞いたことはないと説明している。 

さらに、申立人は、現在所持する年金手帳は母親から渡されたが、この手帳以外の手

帳を所持したことはないと説明しており、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が

払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないなど、母親が申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12576 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年４月から７年３月までの期間、11 年４月から同年 11 月までの期間

及び 14 年４月から同年７月までの期間の国民年金保険料については、免除されていた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和46年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成３年４月から７年３月まで 

② 平成 11年４月から同年11月まで 

③ 平成14年４月から同年７月まで 

    私は、20 歳の時に国民年金の加入手続を行い、毎年国民年金保険料の免除申請を

していた。22、23 歳の時は区役所の出張所で免除申請をしていたはずである。申立

期間の保険料が免除とされていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す関連資料が無く、申

立人から保険料の免除申請の状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明

である。 

申立期間①については、申立人は 22、23 歳の時は、当時居住していたとする区役所

の出張所で免除申請手続を行ったと説明しているが、当該区役所の出張所（現在は、特

別出張所）では、国民年金制度発足当初から免除申請の受付業務を行っていないと説明

しているほか、申立人の平成７年度の免除申請日は７年５月 16 日であることがオンラ

イン記録で確認でき、当時、免除期間の始期は申請した日の属する月の前月とされてお

り、当該申請日に免除申請を行った場合には、当該期間は免除期間とすることができな

い期間である。 

申立期間②及び③については、それぞれ免除申請日は平成 12 年１月 13 日及び 14 年

９月６日であることがオンライン記録で確認でき、申請免除期間の始期はそれぞれ 11

年12月及び 14年８月と記録されており、当該申請日時点では、前述のとおり、当該期

間はいずれも申請免除期間とすることができない期間であるほか、申立期間当時に申立

人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないなど、



                      

  

申立人が申立期間の保険料を免除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12577 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50 年 12 月から 54 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和30年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和50年12月から54年３月まで 

    私の母は、私が 20歳になった翌月の昭和51年＊月頃に、市役所で私の国民年金の

加入手続を行い、付加保険料を含めて国民年金保険料を納付してくれていた。姉は、

20 歳からの国民年金の任意加入期間の保険料の納付記録が平成 23 年に回復したが、

母は姉と同じように私の 20 歳からの付加保険料を含む保険料を納付してくれていた

はずである。 

申立期間が国民年金に未加入で付加保険料を含む保険料が未納とされていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

おらず、加入手続及び保険料の納付をしていたとする申立人の母親は、加入手続に関す

る記憶が曖昧である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間後の昭和 57 年７月２日に払い出

されており、申立人は同年６月 16 日に初めて強制加入により国民年金被保険者資格を

取得していることが申立人の所持する年金手帳及び申立人が当時居住していた市の国民

年金被保険者名簿で確認できることから、申立期間は国民年金の未加入期間であり、制

度上、保険料を納付することができない期間であるほか、申立人は申立期間当時に年金

手帳を所持していた記憶は無く、申立期間当時に申立人に別の国民年金手帳の記号番号

が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないなど、母親が申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22021（事案8443の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 38年５月13日から42年９月13日まで 

② 昭和44年10月20日から47年３月26日まで 

前回、申立期間②に勤務したＡ社に係る脱退手当金支給記録の訂正の申立てをした

ときには、申立期間①に勤務したＢ社に係る脱退手当金については、同社を退職した

ときに、最後の給料と一緒に脱退手当金を受け取ったと思い、申立てをしなかったが、

退職してから約２年後に支給記録があることから最後の給料と一緒にもらったとは思

えず、支払先も会社ではなく、Ｃ銀行Ｄ支店となっており、支給金額も大した額では

ないと思っていたら、２万円であり、２万円であれば覚えているはずなので、当該脱

退手当金については受給していない。このため、脱退手当金の支給記録を取り消して

ほしい。 

また、申立期間②に係る脱退手当金については、前回、脱退手当金を受給した記憶

は無いので、脱退手当金を受け取っていないことを認めてほしいと第三者委員会に申

し立てたが、脱退手当金を受け取っていないことをうかがわせる事情が見当たらない

などの理由から認められなかった。 

しかし、脱退手当金裁定請求書の名前が「Ｅ」ではなく、「Ｆ」となっていること

から、自分で記載したとすれば間違えるはずがなく、支払先の金融機関についても記

載していないので、第三者委員会の審議結果に納得できない。支給記録を取り消して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①に係る脱退手当金については、申立人は、前回行った申立期間②に係る脱退手

当金支給記録の訂正の申立てのときには、「Ｂ社を退職したときに、最後の給料と一緒に脱

退手当金を受け取った。」と供述をしていたところ、今回、申立人は、上記申立内容の要旨

に記載の理由から受給していないと申し立てているが、例えば、その主張する「支給金額も



 

大した額ではないと思っていた。」という点については、前回の申立時点で既に当該脱退手

当金の支給記録を年金事務所において確認しているはずであり、仮に、確認をしていなかっ

たとしても申立期間①の厚生年金保険被保険者期間が、申立期間②の被保険者期間の約２倍

近くあること等から「大した額ではない」とは言えないことが分かっていたはずであると考

えられることなどからも、申立人の主張は不自然である。 

また、申立人の当該脱退手当金については、オンライン記録では、申立期間①に勤務し

たＢ社を退社後の昭和 44 年５月 13 日に支給決定されており、この支給決定に関しては、

年金事務所にその根拠となる「脱退手当金裁定請求書」、「脱退手当金計算書」等が保存

されている。そして、当該裁定請求書及び脱退手当金計算書の記載内容とオンライン記録

は一致している。この裁定請求書については、申立人は、自ら作成したことを認めている

ことから、当該脱退手当金の請求は申立人の意思に基づき行われたものと認められる。 

さらに、申立人の脱退手当金が支給決定されたとされる昭和 44 年当時の社会保険事務所

（当時）における脱退手当金の支給に係る事務処理においては、脱退手当金の請求書の添

付書類として提出された厚生年金保険被保険者証に脱退手当金を支給した旨の「脱」の表

示を行い、脱退手当金支給決定通知書類と共に請求者に返還することとされていたことか

ら、「脱」の表示のある厚生年金保険被保険者証を保有する者は、当該脱退手当金の請求

手続を行い、社会保険事務所から当該被保険者証の返還を受けるとともに、当該脱退手当

金支給決定通知書類を受け取っているものと認められるところである。申立人は、申立期

間①及び②に係る厚生年金保険被保険者証を保有しており、当該被保険者証には「脱」の

表示（押印）が２つ確認できる。これらの表示は、申立人に係る脱退手当金の支給記録か

らみて、１つは申立期間①に係る脱退手当金、もう１つは申立期間②に係る脱退手当金の

支給手続の際に、それぞれ押印されたと認められる。これらのことから、申立人に申立期

間①に係る脱退手当金が支給されたものと考えられる。 

なお、Ｂ社に係る事業所別被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金が支給されてい

ることを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間①に係る脱退手当金は、

支給額に計算上の誤りは無いなど、当該脱退手当金の支給に係る事務処理に不自然さはう

かがえない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間①に係る

脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

２ 申立期間②に係る申立てについては、ⅰ）当時の事務処理においては、脱退手当金を支給

した場合、脱退手当金の請求書類として提出された厚生年金保険被保険者証に脱退手当金を

支給した旨の「脱」表示をすることとされており、申立人が現在も所持している厚生年金保

険被保険者証には、当該表示が確認できることを踏まえると、申立期間についても申立人の

意思に基づかないで脱退手当金が請求されたものとは認め難いこと、ⅱ）申立期間②に係る

脱退手当金裁定請求書には、払渡店として申立期間①と同じ銀行支店名が記載されているこ

とから、申立人の意思に基づき脱退手当金が請求されたものと考えられること、ⅲ）Ａ社に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人に脱退手当金が支給されていることを

意味する「脱」の表示が記されているとともに、当該脱退手当金は、支給額に計算上の誤り



 

は無く、申立期間②における厚生年金保険被保険者資格喪失日から約５か月後に支給決定さ

れているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえないことなどから、既に当委員会の決

定に基づき平成22年４月14日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われてい

る。 

今回、申立人は、脱退手当金裁定請求書の名前が「Ｅ」ではなく、「Ｆ」となっている

ことから、自分で記載したとすれば間違えるはずがなく、支払先の金融機関についても記

載していないので、前回の審議結果に納得できないとし、再度申し立てている。 

しかしながら、申立人は、上記１で記載したとおり、申立期間①及び②に係る厚生年金

保険被保険者証を保有しており、当該被保険者証には、申立期間②に係る脱退手当金の支

給手続において押印されたと認められる「脱」の表示があることから、申立人に申立期間

②に係る脱退手当金が支給されたものと考えられる。 

なお、申立期間②に係る脱退手当金の裁定請求書は、まず昭和 47 年６月２日に社会保険

事務所にて一旦受け付けられているところ、当該裁定請求書における申立人の名前は、申

立人の主張するとおり戸籍上の名前と相違している「Ｆ」と記載されている一方で、当該

裁定請求書に添付して提出された厚生年金保険被保険者証の名前が「Ｅ」となっているこ

とから、同年７月 15 日に氏名の変更・訂正届を提出するように指導したことが記載されて

いる書類が当該裁定請求書と併せて保管されている。そして、当該裁定請求書は、同年８

月９日に当該社会保険事務所にて再度受け付けられているところ、上記Ａ社に係る被保険

者名簿の申立人の欄には、同年８月 15 日に「Ｅ」から「Ｆ」に名前の訂正がされているこ

とが確認できることから、当該再受付の際に氏名変更届が提出され、これに基づき、当該

名前の変更が行われたものと考えられる。また、申立人は、Ａ社退職後に被扶養者として

加入した健康保険の被保険者証の名前についても「Ｆ」で発行されたものを使用していた

と供述している上、現在、申立人が保有している申立期間①及び②に係る厚生年金保険被

保険者証の名前についても「Ｆ」となっており、しかも訂正も行われていないことから、

当該脱退手当金の請求については、「Ｆ」という名前で手続が行われたと考えられ、当該

脱退手当金の支給に係る事務処理に不自然さはうかがえない。 

したがって、当委員会の当初の決定を変更すべき事情は見当たらず、申立人は、申立期

間②に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22022（事案2324の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37年３月10日から38年３月21日まで 

             ② 昭和 40年９月１日から41年５月16日まで 

             ③ 昭和 41年11月１日から42年３月25日まで 

私は、申立期間に係る脱退手当金が支給されたとする時期は、出産のために帰省し

ていたので、脱退手当金の請求手続を行うこともできず、脱退手当金を受給した記憶

も無いので、年金を受給できるように年金記録を回復してほしいと第三者委員会に申

し立てたが、昭和 42年８月 30日に氏名変更されていること、一連の事務処理に不自

然さが無いことなどの理由から記録回復は認められなかった。 

私は、出産のために昭和 42年８月10日頃にＡ県の実家に帰省し、同年＊月＊日に

は出産をしているため、事務手続に関わることは不可能であり、脱退手当金を請求し

たことも受給した覚えも無い。また、私が申立期間③に勤務していたＢ事業所の方及

び当時の主人も、脱退手当金の請求及び受給の事務手続をするような人ではない。 

さらに、申立期間①と②の間に勤務した２回の厚生年金保険被保険者期間が、未請

求となっていることも不自然である。 

第三者委員会の審議結果に納得できないので、今回は、昭和 42 年当時の育児に関

する日記を提出し、再度申し立てる。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人が申立期間③に勤務したＢ事業所に係る厚生

年金保険被保険者名簿の申立人の氏名は、同事業所を退職後の昭和42年８月30日に氏名変更

が行われていることが確認でき、申立期間の脱退手当金は同年９月 12 日に支給決定されてい

ることを踏まえると、脱退手当金の請求に伴い氏名変更が行われたと考えるのが自然であるこ

と、ⅱ）申立人の厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金が支給されていることを意味す

る「脱」の表示が記されている上、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、

申立期間③における厚生年金保険被保険者資格喪失日から約５か月後に支給決定されているな



 

ど、一連の事務処理に不自然さはうかがえないことなどから、既に当委員会の決定に基づき平

成21年６月17日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、前回の申立てにおいても説明したように、Ｂ事業所退職直後の昭和 42 年

８月 10 日頃からＡ県の実家に帰省し、同年＊月＊日に出産をしているため、申立期間に係る

脱退手当金の請求等の事務手続に関わることは不可能であり、また、申立期間①と②の間に勤

務した２回の厚生年金保険被保険者期間が未請求となっていることも不自然であるので、前回

の審議結果は納得できないとして、請求や受給ができなかった証拠としての昭和 42 年当時の

育児に関する日記を当委員会に提出し、再度の申立てをしている。 

しかし、申立人から提出された当該日記からは、当該脱退手当金の請求及び受給をしていな

いことを確認できず、また、脱退手当金の請求は、制度上、事業主等が代理して行うことが可

能なほか、住居地近くの社会保険事務所（当時）においても、又は郵送でも手続が可能である

上、脱退手当金の受給についても、住居地近くの金融機関において行うことが可能であり、し

かも本人が委任した者による代理受領も可能であったことから、申立人が、Ａ県の実家に出産

のために帰省していたことをもって脱退手当金の請求及び受給ができなかったとは言えない。 

また、前述したとおり、申立人の氏名は、Ｂ事業所を退社した後の昭和 42 年４月＊日に婚

姻し、姓が変わった後に同事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄において、脱

退手当金の支給決定日に近接する同年８月 30 日に「Ｃ」から「Ｄ」に姓が変更されている。

一方、昭和 42 年当時の社会保険事務所の氏名変更の事務処理においては、厚生年金保険被保

険者が事業所に在職中であれば、事業主から社会保険事務所に氏名変更の届出を行い、また、

当該被保険者が事業所を退職後であれば、当該被保険者から社会保険事務所に氏名変更の届出

を行い、この届出を受けて氏名変更の処理を行っていた。このため、被保険者が婚姻等により

氏名変更した場合であっても、この氏名変更の届出がされない限り、社会保険事務所では、婚

姻等の事実は分からないため、厚生年金保険被保険者名簿の氏名の変更は行えない。したがっ

て、上記申立人の氏名変更については、申立人が既にＢ事業所を退社した後に処理が行われて

いることから、申立人又は身内の者がその届出を行ったものと考えられるが、この届出は、前

回の通知においても記載したとおり、脱退手当金の請求手続に併せて行われていることを踏ま

えると、当該請求手続についても、申立人又は身内の者が行ったものと考えられる。しかしな

がら、申立人は、自分では請求手続を行っていないと主張していることから、仮に、その主張

が事実であるとすれば、当該身内の者が当該請求手続を行ったものと考えられる。そして、当

該身内の者が当該請求手続を行ったとすれば、申立人が、申立期間以外に勤務し、しかも厚生

年金保険被保険者であったことを知らずに当該請求手続を行ったことは十分考えられる上、当

時は、請求者から厚生年金保険被保険者期間の申出がなければ、社会保険事務所において、当

該被保険者期間を把握することは困難であったことを踏まえると、申立期間①と②の間の２回

の被保険者期間が未請求期間となっていることに不自然さはうかがえない。 

したがって、当委員会の当初の決定を変更すべき事情は見当たらず、申立人は、申立期間に

係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22023（事案14202の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和26年３月29日から36年８月17日まで 

私は、申立期間に勤務したＡ社を退職したときに、同社の人から「お金を社会保険

事務所（当時）に預けておくから、取りに行っても行かなくてもいいから、自分の好

きにしなさい。」と言われ、大分後になって社会保険事務所にお金を受取りに行った

が、金額が少なかったので、あれは脱退手当金ではなく、私は、脱退手当金を受給し

ていないと前回、第三者委員会に申し立てたが、脱退手当金を受給していないことを

うかがわせる事情が見当たらないなどの理由から認められなかった。 

しかし、第三者委員会の審議結果に納得できないので、新たな資料等は無いが再度

申し立てる。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人が申立期間に勤務したＡ社の申立期間

当時に退職した従業員に係る脱退手当金の支給記録及び当該従業員の証言などから、申

立人の脱退手当金についても事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考え

られること、ⅱ）申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金が支給決定され

た当時に、当該脱退手当金の算定のために必要となる標準報酬月額等を裁定庁へ回答し

たことが記録されている上、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立

人に脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」の表示が記されているとともに、

申立期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不

自然さはうかがえないことなどから、既に当委員会の決定に基づき平成23年１月26日

付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、前回の審議結果に納得できないとし、再度申し立てているが、申立

人からは、新たな資料や情報が得られず、当委員会の当初の決定を変更すべき事情は見

当たらない。 

なお、申立人は、前回の申立て同様、「申立期間に勤務したＡ社を退職したときに、



 

同社の人から『お金を社会保険事務所（当時）に預けておくから、取りに行っても行か

なくてもいいから、自分の好きにしなさい。』と言われ、大分後になって社会保険事務

所にお金を受取りに行ったが、金額が少なかったので、あれは脱退手当金ではなく、私

は、脱退手当金を受給していない。」と主張しているが、当該脱退手当金は、Ａ社を退

職してから、約 11 か月後の昭和 37 年７月 31 日に支給決定されたこととなっている上、

申立人は社会保険事務所にお金を受け取りに行ったとしており、当時の申立人の年金・

健康保険等の記録からみて、申立人に対して支払われたものは、当該脱退手当金と考え

るのが自然である。 

したがって、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 



 

東京厚生年金 事案22030 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40年６月１日から同年９月１日まで 

             ② 昭和 41年10月１日から42年10月１日まで 

             ③ 昭和 55年10月１日から57年８月31日まで  

代表取締役としてＡ社に勤務した申立期間①から③までの厚生年金保険の標準報酬

月額が、給与額に見合う標準報酬月額と相違している。申立期間①は、標準報酬月額

が６万円のはずが、４万 5,000円となっている。申立期間②は、標準報酬月額が６万

円のはずが、１万 6,000 円となっている。申立期間③は、標準報酬月額が 32 万円の

はずが、９万 8,000円となっている。各申立期間に業績が悪化して報酬を引き下げた

記憶は無いので、給与額に見合う標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①及び②について、Ａ社の事業主である申立人は、保険料控除額を確認で

きる資料を保有していないため、申立人の主張する報酬月額及び保険料控除額を確認

することができない。 

また、申立期間①及び②当時におけるＡ社の社会保険事務担当者から供述が得られ

ず、申立人の厚生年金保険の取扱いについて確認することができないが、申立人は、

「同社の代表者印は自分が管理し、書類の決裁については自ら確認して押印してい

た。」と供述している。 

さらに、当該期間当時にＡ社に在籍していた取締役４名のうち、３名は既に死亡し、

１名は、「私は製造担当であり、社会保険事務の取扱いは分からない。」旨供述して

いることから、申立人の厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

加えて、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿では、申立人に係る当該期間の標準報酬

月額は、遡って標準報酬月額の訂正が行われる等の不自然な処理は見当たらない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について



 

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）第１条第１項ただし書では、特例対象者（申立人）が、「当該事業

主が厚生年金保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であっ

たと認められる場合」については、記録訂正の対象とすることはできない旨規定され

ている。 

そのため、仮に当該期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたとしても、申立人は、当該期間に代

表取締役として、特例法第１条第１項ただし書に規定される「保険料の納付義務を履

行していないことを知り、又は知り得る状態であったと認められる場合」に該当する

と認められることから、当該期間については、特例法に基づく記録訂正の対象とする

ことはできない。 

２ 申立期間③について、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人の当該期

間の標準報酬月額は、同社が適用事業所でなくなった日（昭和57年８月31日）と同

日付けで、当初、41 万円と記録されていたものが、遡って９万 8,000 円に減額訂正

されていることが確認できる。 

一方、Ａ社が加入していたＢ厚生年金基金から提出された申立人に係る厚生年金基

金加入員給与月額変更届によると、申立人の昭和55年10月の標準報酬月額は、従前

額 32万円から９万 8,000円に改定されていることが確認でき、57年９月６日付けで

同基金の受付印が押されていることが確認できる。 

また、上記基金から提出された申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者標準報

酬改定通知書によると、申立人の昭和 55年10月の標準報酬月額は、上記変更届と同

様に、従前額 32万円から９万 8,000円に改定されていることが確認でき、57年９月

１日付けで社会保険事務所（当時）の受付印が押されていることが確認できることか

ら、Ａ社は、オンライン記録と同様の届出を社会保険事務所に届け出ていたことが確

認できる。 

一方、申立人は上記と同様に、減額訂正日においてＡ社の代表取締役であることが

確認でき、「代表者印については自分で管理していた。自分が不在の時は妻に管理さ

せていたが、書類の決裁については自ら確認して押印していた。」と供述しているこ

とから、厚生年金保険の届出事務に権限があったことが確認できる。 

また、申立人がＡ社の任意整理を依頼した弁護士は、「一般的に任意整理の手続を

進める場合、申立人の了承を得て、包括委任状をもらって各種手続を行っていたはず

であり、当該事案も同様である。社会保険事務所に標準報酬月額の減額訂正の届出を

行ったかどうかは記憶に無いが、事業主には全て報告することになっていたと思

う。」旨供述していることから、申立人は、自身の標準報酬月額の減額に同意してい



 

たものと考えられる。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、Ａ社の代表取締役として、社会保

険事務に関する権限を有しており、上記標準報酬月額の遡及減額訂正処理について同

意しながら、当該遡及減額訂正処理が有効なものでないと主張することは信義則上許

されず、当該期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認める

ことはできない。 

 



 

東京厚生年金 事案22031 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和50年７月１日から51年１月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、給与額に

見合う標準報酬月額と相違している。申立期間に会社の業績が悪くなったり、減給に

なったことはないので、調査して訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の事業主（申立人の夫）は、「申立期間当時の資料は、会社が倒産し任意整理し

たため、申立期間の厚生年金保険料の控除について確認できる資料は保管していな

い。」と供述しており、申立人も、給与明細書等の保険料控除額を確認できる資料を保

有していないため、申立人の主張する報酬月額及び保険料控除額を確認することができ

ない。 

また、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿により、昭和 50 年７月の随時改定で、申立

人と同様に標準報酬月額が減額処理されている従業員２名は、報酬月額及び保険料控除

額を確認できる資料を保有していないため、申立人の主張する報酬月額及び保険料控除

額を確認することができない。 

さらに、Ａ社が加入していたＢ厚生年金基金から提出された申立人に係る昭和 50 年

の厚生年金基金加入員給与月額変更届によると、標準報酬月額が 11 万円から９万

8,000円に減額処理されており、同変更届の備考欄に「役付手当50％カット」と記載さ

れていることから、厚生年金保険についても、当該厚生年金基金と同様の随時改定の届

出を社会保険事務所（当時）に行ったものと考えられる。 

加えて、上記被保険者名簿では、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、昭和 50

年７月の随時改定において９万 8,000円と記録されており、社会保険事務所による不自

然な記録訂正が行われた形跡は見当たらない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について確



 

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

東京厚生年金 事案22032 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和40年９月から41年４月30日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間は同社の寮から通勤していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における申立期間当時の運行管理主任の供述により、勤務期間は特定できないが、

申立人は同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、上記運行管理主任は、「Ａ社は、社会保険の加入は正社員のみであった。ま

た、３か月から６か月間くらいの試用期間があり、試用期間は厚生年金保険に加入して

いなかった。」旨供述していることから、同社は申立期間当時、従業員を採用後、一定

期間経過後に厚生年金保険に加入させていたことがうかがえる。 

また、申立人がＡ社の寮で同室であったとする同僚２名のうち１名については、同社

に係る事業所別被保険者名簿に氏名が見当たらず、他の１名は、申立期間より後に厚生

年金保険の資格を取得していることが確認できる上、申立人が同社入社時に既に勤務し

ていたとする従業員は、申立人が入社したとする日（昭和 40 年９月）より後の昭和 40

年10月１日に資格を取得していることが確認できる。 

さらに、上記運行管理主任は、「当時の従業員数は約 35 名くらいである。」と回答

しているところ、上記被保険者名簿によると、申立期間の被保険者数はおおむね７名で

あることが確認できることから、当時、Ａ社では、必ずしも全ての従業員を厚生年金保

険に加入させていたわけではなかったものと考えられる。 

加えて、Ａ社を継承したＢ社の事業主は、「Ａ社の事業主は死亡しており、当時を知

る者もおらず資料も無いことから、申立人に係る勤務実態や厚生年金保険の加入状況に

ついては不明である｡」旨供述していることから、申立人の勤務状況及び厚生年金保険

料の控除について確認することができない。 



 

また、Ａ社に係る上記被保険者名簿では、整理番号に欠番が無いことから、申立人の

記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22055 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 30年６月１日から31年３月31日まで 

② 昭和31年４月１日から34年９月１日まで 

             ③ 昭和 35年５月１日から36年２月28日まで 

             ④ 昭和 63年６月30日から同年９月22日まで 

Ａ社に勤務した申立期間①、Ｂ社に勤務した期間のうちの申立期間②及び③並び

にＣ社（現在は、Ｄ社）に勤務した期間のうちの申立期間④の厚生年金保険の加入

記録が無い。各申立期間に各社に勤務していたのは確かなので、厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人がＡ社の所在地、仕事内容等を詳細に記憶していることから、

期間は特定できないが、申立人が同社で勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ａ社に係る健康保険・厚生年金保険被保険者名簿により、同社が厚生年金保

険の適用事業所であったのは、昭和 25年５月28日から30年２月１日までであり、申立期間

①は適用事業所ではないことが確認できる。 

また、Ａ社に係る商業登記簿謄本により、同社は既に解散していることが確認でき、当時の

事業主は既に死亡しているため、同社から、申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除につ

いて確認することができない。 

さらに、上記被保険者名簿により、所在の確認できたＡ社の元従業員に照会したが、回答が

無いため、申立人の同社での勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができ

ない。 

加えて、Ａ社と同一の所在地には、昭和30年８月18日に設立されたＥ社（現在は、Ｆ社）

があるが、同社に係る健康保険・厚生年金保険被保険者名簿によると、同社が厚生年金保険の

適用事業所になったのは、昭和34年12月５日であり、申立期間①は適用事業所ではないこと



 

が確認できる。 

その上、Ｆ社の現在の事業主は、昭和 36 年頃の火災により、書類を焼失したため、当時の

資料は無いと回答しており、同社の事業主から、申立人のＥ社での勤務状況及び厚生年金保険

料の控除について確認することができない。 

申立期間②及び③について、Ｂ社に係る商業登記簿謄本によると、同社は既に解散している

ため、同社から、申立人の同社での勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認すること

ができない。 

また、申立人が記憶しているＢ社の同僚３名のうち、１名は同社に係る健康保険・厚生年金

保険被保険者名簿に名前が無く、残る２名のうち所在を確認できた１名に照会したが回答が無

いため、同僚から、申立人の同社での勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認するこ

とができない。 

さらに、Ｂ社に係る商業登記簿謄本及び同社に係る健康保険・厚生年金保険被保険者名簿に

より、所在の確認できた６名の社員及び従業員に照会したところ、唯一回答のあった社員は、

申立人を記憶していないため、申立人の同社での勤務状況及び厚生年金保険料の控除について

確認することができない。 

加えて、Ｂ社に係る上記被保険者名簿によると、同社が厚生年金保険の適用事業所であった

のは、昭和34年９月１日から35年５月１日までであり、申立期間②及び③はいずれも適用事

業所でないことが確認できるとともに、申立人に係る厚生年金保険被保者台帳記号番号払出票

による資格取得日は34年９月１日となっていることが確認できる。 

申立期間④について、Ｄ社の経理及び社会保険事務担当者の供述により、申立人は、当該期

間にＣ社に勤務していたことがうかがえる。 

しかし、Ｄ社は、申立人の厚生年金保険の届出に関する書類を保存していないと回答してい

るため、同社から、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確認することがで

きない。 

また、申立期間④当時、Ｃ社と顧問契約を結んでいた社会保険労務士事務所は、当時の資料

を保管していないと回答しているため、当該社会保険労務士事務所から、申立人の当該期間に

係る被保険者資格喪失届について確認することができない。 

さらに、オンライン記録から、上記経理及び社会保険事務担当者のほかに、Ｃ社において所

在を確認できる従業員 10 名に照会したところ、５名から回答があったが、申立人を記憶して

いる者がいないため、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確認することが

できない。 

加えて、オンライン記録により、申立人は、申立期間④の国民年金保険料を納付しているこ

とが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①から④までに係る厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生年金

保険の被保険者として、申立期間①から④までに係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22056 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和30年５月から34年６月15日まで 

Ａ法人Ｂ事業所に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。

Ｂ事業所には、昭和 30 年５月から勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ法人Ｂ事業所に係る事業所別被保険者名簿によると、Ｂ事業所は、既に厚生年金保険の適

用事業所でなくなっていることが確認でき、Ｂ事業所の事業主は所在が不明であるため、申立

人の勤務状況及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

また、上記被保険者名簿により、申立期間当時にＡ法人Ｂ事業所において厚生年金保険に加

入していた同僚及び従業員のうち、所在の確認できた４名に照会したところ、唯一回答のあっ

た元同僚は、申立人のＢ事業所への入所時期については不明であると供述しているため、申立

人がいつからＢ事業所に勤務したか確認することができない。 

さらに、上記被保険者名簿により、Ａ法人Ｂ事業所は、昭和 34 年５月１日に厚生年金保険

の適用事業所となっており、申立期間のうち、30 年５月から 34 年４月 30 日までは適用事業

所となっていないことが確認できる上、上記元同僚は、同事業所が厚生年金保険の適用事業所

となる前は、給与から厚生年金保険料は控除されていなかったと供述している。 

加えて、Ａ法人は、申立期間当時の資料が無いため、Ｂ事業所に関しては不明と回答してい

る。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生年金

保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22058 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 32年１月１日から同年12月31日まで 

             ② 昭和 38年４月１日から41年10月31日まで 

             ③ 昭和 41年10月31日から44年12月31日まで 

             ④ 昭和 46年１月１日から48年12月31日まで 

             ⑤ 昭和 49年１月１日から51年12月31日まで 

             ⑥ 昭和 56年３月１日から58年10月31日まで 

             ⑦ 平成３年４月１日から４年12月31日まで 

Ａ社に勤務した申立期間①、Ｂ社に勤務した申立期間②、Ｃ社に勤務した申立期間

③、Ｄ社に勤務した申立期間④、Ｅ社に勤務した申立期間⑤、Ｆ社に勤務した申立期

間⑥及びＧ社に勤務した申立期間⑦について、いずれも厚生年金保険の加入記録が無

い。それぞれの事業所に勤務していたことは確かなので、各申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人は、Ａ社に勤務していたと申し立てている。 

しかしながら、Ａ社の事業主は、当時の資料を保管しておらず、当時の状況を知る

者も在籍していないため、申立人の勤務状況や厚生年金保険の取扱いについては不明

であるとしている。 

また、申立人が記憶しているＡ社の同僚２名の氏名は、同社に係る健康保険厚生年

金保険事業所別被保険者名簿において確認することができず、当該同僚２名の連絡先

は不明であることから、上記被保険者名簿から、申立期間①に同社において厚生年金

保険に加入していることが確認できる複数の従業員に照会したところ、申立人を記憶

している者がいないことから、これらの者から申立人の同社における勤務状況及び厚

生年金保険の取扱いについて確認することができない。 



 

さらに、上記被保険者名簿には、申立期間①において健康保険の整理番号に欠番は

無く、不自然な記録は見当たらない。 

２ 申立期間②、③、⑥及び⑦については、申立人は、それぞれＢ社、Ｃ社、Ｆ社及び

Ｇ社に勤務していたと申し立てている。 

しかしながら、上記４社については、オンライン記録及び適用事業所検索システム

において、厚生年金保険の適用事業所としての記録が無い。 

また、Ｂ社及びＧ社については、所在地を管轄する法務局に商業登記の記録が無く、

当該２社の代表者を特定することができず、Ｃ社及びＦ社については、当該２社の商

業登記簿に記載された事業主に照会しても回答が得られないことから、上記４社にお

ける申立人の勤務状況及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

さらに、申立人は、上記４社のそれぞれの事業主及び同僚等の氏名を記憶している

ものの、いずれも連絡先は不明であり、これらの者から、申立人の上記４社における

勤務状況及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

加えて、オンライン記録によると、申立人は、申立期間②のうちの昭和 39 年４月

から 41 年９月までの期間、申立期間③のうちの同年 10 月から 44 年３月までの期間

及び申立期間⑥の全期間について、国民年金保険料の全額免除申請を行い、当該免除

が行われていることが確認できる。 

３ 申立期間④については、申立人は、Ｄ社に勤務していたと申し立てているところ、

同社の元同僚及び従業員の回答から、期間は特定できないものの、申立人が同社にお

いて塗装業務に従事していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ｄ社が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのは、昭和 50 年８月１日であり、当該期間については、同社は適用事業所ではな

かったことが確認できる。 

また、Ｄ社の事業主は、当時の資料を保管していないことから、申立人の勤務状況

及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができないとしている。 

さらに、Ｄ社において、昭和 50 年８月１日から厚生年金保険に加入している複数

の従業員は、「会社が厚生年金保険に加入した昭和 50 年８月より前については、給

与から厚生年金保険料は控除されていなかった。」と供述している。 

４ 申立期間⑤については、申立人は、Ｅ社に勤務していたと申し立てているところ、

同社の元代表取締役の回答から、期間は特定できないものの、申立人が同社において

勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ｅ社が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのは、昭和 49 年９月１日であることから、申立期間⑤のうち、同年１月１日から

同年８月 31日までの期間は、同社が適用事業所でなかったことが確認できる。 

また、申立人及びＥ社の経理担当者は、申立期間⑤当時20名ないし30名の従業員

が勤務していたと供述しているところ、同社に係る厚生年金保険被保険者原票による

と、同社が厚生年金保険の適用事業所となった当時の厚生年金保険の被保険者となっ

ている者は、８名程度である上、当該被保険者の中に申立人が記憶している同僚３名



 

の氏名も確認できないことから、当時、同社では、一部の従業員について厚生年金保

険の加入手続を行わなかったことがうかがえる。 

さらに、上記元代表取締役は、「申立人は、正社員ではなかったので厚生年金保険

には加入させていなかったと記憶している。」と供述している。 

加えて、上記被保険者原票には、当該期間において健康保険の整理番号に欠番は無

く、不自然な記録は見当たらない。 

５ このほか、申立人の申立期間①、②、③、④、⑤、⑥及び⑦に係る厚生年金保険料

の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22059（事案735及び7114の再々申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和26年11月頃から28年５月頃まで 

申立期間について、前々回の申立てではＡ社において、前回の申立てでは同社から

独立したＢ社において、それぞれの会社で勤務し、厚生年金保険に加入していた旨申

立てをしたが、いずれも記録訂正はできないとの通知を受けた。 

今回、新たな資料として、申立期間当時に職場で撮影した写真を提出するので、両

社のどちらで勤めていたのかは定かではないが、申立期間を厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る前々回の最初の申立てにおいては、ⅰ）申立人が勤務していたとする

Ａ社には、申立人の勤務等を確認できる資料等が確認できないこと、ⅱ）申立人が当時

の上司、同僚等を記憶しておらず、これらの者から申立人が同社に勤務していたことを

確認することができないこと、ⅲ）同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿から確認

できる複数の従業員は、申立人を記憶していないことなどから、既に当委員会の決定に

基づき平成 20 年 10 月 22 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われて

いる。 

その後、申立人は、申立期間当時、Ａ社からＢ社が分離されたため、Ｂ社に勤務して

いたとして、再度当委員会に申し立てているが、同社についても、最初の申立てと同様

の判断理由から、当委員会の決定に基づき、既に平成 22 年３月３日付けで年金記録の

訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、新たな資料として申立期間当時に撮影したとする写真を提出し、申

立期間にＡ社又はＢ社に勤務していたので、厚生年金保険に加入していたことを認めて

ほしいと申し立てている。 

しかしながら、申立人から提出された上記写真は、撮影時期が不明で、しかも、撮影



 

場所が特定できない室内において、申立人のみが写っているものであり、当該写真から

申立人がＡ社又はＢ社に勤務していたことや勤務していた時期などを確認することはで

きない。 

このほか、当委員会のこれまでの決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことか

ら、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22060 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和40年２月16日から42年９月21日まで 

平成 11 年４月に社会保険事務所（当時）で年金記録を確認した際に、申立期間に

ついても脱退手当金の支給記録が有ることを知った。 

申立期間の前に勤務したＡ社における厚生年金保険被保険者期間に係る脱退手当金

は、同社を退職したときに受給したが、Ｂ社に勤務した申立期間については、脱退手

当金を受給していないので、申立期間に係る脱退手当金の支給記録を取り消してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人については、オンライン記録上、申立期間に勤務したＢ社と申立期間の前に勤務した

Ａ社の２社に係る２回の厚生年金保険被保険者期間を対象として、昭和42年11月28日に脱

退手当金が支給決定されているが、申立人は、Ａ社に勤務した期間に係る脱退手当金について

は、同社を退職後に受給したが、Ｂ社に係る被保険者期間については、脱退手当金を受給した

記憶は無いと主張している。 

しかし、日本年金機構の記録では、申立人が主張しているＡ社退職後には脱退手当金の支給

記録は確認できず、申立人に係る脱退手当金の支給記録は、上記申立期間後の支給決定の記録

のみであり、しかも、申立人が受給を認めているＡ社に係る被保険者期間に、申立期間を加え

た２期間を対象として支給されており、その支給額に計算上の誤りは無いこと、また、申立期

間のＢ社に係る事業所別被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金が支給されていることを

意味する「脱」の表示が記されているが、申立人が受給を認めているＡ社に係る事業所別被保

険者名簿の申立人の欄には、「脱」表示が記されていないことなどから判断すると、申立人が

受給したとする脱退手当金は、オンライン記録にあるＡ社における被保険者期間に申立期間を

加えた脱退手当金と考えるのが自然である。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る脱退手

当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22061 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 34年５月９日から35年８月13日まで 

② 昭和35年12月１日から43年10月19日まで 

60 歳になる前、社会保険事務所（当時）で年金記録を確認した際に、申立期間に

ついて、脱退手当金の支給記録が有ることを知った。 

しかし、脱退手当金という制度があることも知らなかったし、受給した記憶も無い

ので、よく調べてその支給記録を取り消してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に対する申立期間に係る脱退手当金については、オンライン記録では、申立期

間に勤務したＡ社の退社後約４か月経過した昭和44年３月10日に支給決定されており、

この支給に関しては、年金事務所にその根拠となる「脱退手当金裁定請求書」、「脱退

手当金裁定伺」、「退職所得の受給に関する申告書」等が保存されている。 

そして、上記裁定請求書等の記載内容とオンライン記録は一致している。 

また、申立人とＡ社を同時期に退社して、同じ日に脱退手当金の支給決定記録のある

女性従業員についても、「脱退手当金裁定請求書」が保存されており、当該裁定請求書

と申立人の脱退手当金裁定請求書とは、いずれも同じ筆跡で記載されており、また、い

ずれの裁定請求書も、事業所の所在地欄には、同社の住所のゴム印が押されていること

が確認できる上、当該女性従業員が「脱退手当金の請求手続は会社がしてくれた。」と

回答していることを踏まえると、同社では脱退手当金の代理請求手続を行っており、申

立人の脱退手当金についても、同社が代理請求したものと認められる。 

さらに、申立人の脱退手当金裁定請求書には、申立人の退職当時の氏名及び住所が記

載されている上、当該裁定請求書及び申立人の脱退手当金裁定伺には、昭和 44 年３月

10 日に小切手交付済みの記録があり、退職当時の申立人の住所地に当該脱退手当金の

支給決定通知書及び支払通知書が郵送されたものと考えられる。 

なお、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金



 

が支給されていることを意味する「脱」の表示が記されている上、申立期間に係る脱退

手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪

失日である昭和43年10月19日から約４か月後に支給決定されているなど、一連の当該脱

退手当金の支給に係る事務処理に不自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る

脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



 

東京厚生年金 事案22065（事案245の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和33年８月２日から35年６月20日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間の厚生年金保険の加入記録が無い旨を第三者

委員会に申し立てたが、記録を訂正できないと通知を受けた。今回新たに同社の業務

について思い出したので、再度調査して申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人が勤務場所や勤務内容を詳細に覚えている

ことから、期間は特定できないもののＡ社に勤務していたことは推認できるが、申立人

が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことの資料が

無いこと、事業所も申立人に係る資料を保管しておらず、従業員からも証言を得ること

ができなかったことなどから、既に当委員会の決定に基づき平成20年６月11日付けで

年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、と畜場が近くにあり仕入れ等に行ったこと、また、販売店に

配達に行ったことを思い出したので再度調査してほしいと申し立てている。 

このため、Ａ社の元従業員に照会したところ、複数の従業員がと畜場や販売店につい

て申立人と同様の証言をしており、また、申立人が書いた申立期間当時の同社の見取図

と元従業員２名が記載した同社の見取図は類似していることが確認できる。 

しかし、再度、Ｂ社に申立人に係る資料について照会したが、同社は申立期間当時の

資料は保管しておらず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除等について確認で

きないと回答している。 

また、上記従業員に申立期間当時の厚生年金保険の取扱いについて照会したが、確認

することができなかった。 

以上のことから、申立人の新たな情報については、委員会の当初の決定を変更すべき



 

新たな事情に当たらず、その他、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当た

らないことから、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22066 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44年10月１日から45年７月１日まで 

             ② 昭和 50年10月１日から51年８月１日まで 

Ａ社（後に、Ｂ社。現在は、Ｃ社）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保

険の標準報酬月額が、その前の標準報酬月額より低額となっている。毎年昇給してい

たので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②について、申立人は、当該期間に係る標準報酬月額が、その前の標

準報酬月額より低額になっているのはおかしい旨主張している。 

しかしながら、Ｃ社から提出された申立人のＡ社及びＢ社における当該期間の被保険

者標準報酬決定通知書では、申立人の昭和 44年10月の標準報酬月額は、改定前６万円

から改定後４万 5,000 円、50 年 10 月の標準報酬月額は、改定前 14 万 2,000 円から改

定後 13 万 4,000 円と記載されており、オンライン記録と一致していることが確認でき

る。 

また、Ｃ社は、「申立人の申立期間①及び②に係る賃金台帳、源泉徴収簿を保管して

いないため、申立人の申立期間①及び②の標準報酬月額が定時決定により低額になった

経緯は不明である。」と回答している。 

さらに、申立人と同様に申立期間①又は②に係る定時決定により、標準報酬月額が定

時決定前より低額となっていることが確認できる複数の従業員に照会したが、回答のあ

った従業員全員が、標準報酬月額が低額となった理由は不明であり、また、保険料控除

額を確認できる資料等は保有していない旨回答している。 

加えて、Ａ社及びＢ社に係る事業所別被保険者名簿において、申立人の申立期間①及

び②に係る標準報酬月額の記載内容に不備は無く、遡って標準報酬月額の訂正が行われ

る等の不自然な処理は見当たらない。 



 

このほか、申立期間①及び②について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間①及び②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

東京厚生年金 事案22068 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年２月頃から57年４月頃まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間に印刷工

として勤務したので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び複数の従業員の回答から、申立人は、申立期間の一部期間に

おいてＡ社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、Ａ社は、「申立期間当時の社会保険関係資料は保存しておらず、申立

人の勤務の時期、厚生年金保険の取扱いについては不明である。」と回答している上、

当時の社会保険事務担当者は既に死亡していることから、申立人の同社における厚生年

金保険の加入状況及び保険料控除について確認することができない。 

また、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿により、申立期間前後に加入記録がある従業

員に対し、自身の同社における勤務開始時期及び厚生年金保険の加入時期について照会

したところ、７人から回答があり、３人は「一致している。」と回答し、一人は「分か

らない。」と回答しているが、残りの３人は、厚生年金保険の加入までの期間について、

２年１か月から８年４か月の相違があることが認められる。 

さらに、相違が認められる３人のうちの一人は、「入社後、厚生年金保険に加入して

いない時期があったことは承知していた。会社は加入させると保険料負担もある。途中

から加入したのは、健康保険のことがあり、会社に話をして加入させてもらった。」旨

供述している。これらのことから、Ａ社では、申立期間当時、厚生年金保険の加入につ

いては、従業員ごとに異なる取扱いをしていたことがうかがえる。 

加えて、上記回答者７人について、雇用保険の加入記録を照合したところ、５人につ

いては雇用保険の資格取得日と厚生年金保険の資格取得日が一致していないことから、

Ａ社においては、必ずしも、雇用保険の加入と同時に、厚生年金保険に加入させる取扱



 

いではなかったことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22076 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正15年生 

住    所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和21年３月１日から22年９月１日まで 

    終戦後に、Ａ社で兄と一緒に駐留米軍の軍服等のクリーニングの仕事に従事してい

たが、その間の厚生年金保険の加入記録が無いので、申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の具体的な供述及び従業員からの回答により、期間は特定できないが、申立人

がＡ社でクリーニングの業務に従事していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社は、申立期間当時の従業員に係る資料を保存しておらず、当時の事業主

及び同じ職場のクリーニング業務の責任者であったとする申立人の兄も死亡しているこ

とから、申立人の同社での勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認することが

できない。 

また、申立人が記憶する複数の同僚のうち、連絡先が判明した一人に照会を行ったも

のの、回答を得られず、当時同僚であった申立人の妻もＡ社における厚生年金保険の取

扱いについては不明である旨供述している。 

さらに、Ａ社に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿から、連絡先が判明した複

数の従業員に照会を行ったところ、一人から回答があり、同人は、申立人と一緒に仕事

をした記憶はあるが、同社における厚生年金保険の取扱いについては不明である旨回答

している。 

加えて、上記名簿では、申立人の記憶する複数の同僚が昭和 21 年４月に資格取得し

ていることが確認できるものの、申立人のほか申立人の兄についても被保険者としての

記録は確認できない。 

その上、上記名簿では申立期間に係る健康保険整理番号に欠番も無いことから、申立

人の記録が欠落したとは考え難い。 



 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 


